
令和５年９月定例会

環境農林水産分科会会議録

令和５年９月29日・10月２日～３日

場 所 第４委員会室





- 1 -

令和５年９月29日（金曜日）

午後１時１分開会

会議に付託された議案等

○議案第12号 令和４年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

出席委員（８人）

主 査 安 田 厚 生

副 主 査 松 本 哲 也

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 日 髙 利 夫

委 員 本 田 利 弘

委 員 今 村 光 雄

委 員 黒 岩 保 雄

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 殿 所 大 明

環境森林部次長
田 代 暢 明

（ 総 括 ）

環境森林部次長
松 井 健太郎

（ 技 術 担 当 ）

環 境 森 林 課 長 松 浦 好 子

環 境 管 理 課 長 野 口 辰 美

循環社会推進課長 今 村 俊 久

自 然 環 境 課 長 川 畑 昭 一

森 林 経 営 課 長 松 永 雅 春

森林管理推進室長 永 田 誠 朗

山村･木材振興課長 二 見 茂

み や ざ き ス ギ
笹 山 寿 樹

活 用 推 進 室 長

工 事 検 査 監 清 藤 勝 也

林業技術センター所長 池 田 孝 行

木 材 利 用 技 術
上 野 清 文

セ ン タ ー 所 長

事務局職員出席者

議事課主任主事 飯 田 貴 久

総務課主任主事 森 口 浩 司

○安田主査 ただいまから決算特別委員会環境

農林水産分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてでありますが、

日程案のとおりで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、本日開催されました主査会における協

議内容について御報告いたします。

まず、審査の際の執行部の説明についてであ

ります。分科会の審査説明要領により行います

が、決算事項別の説明は、目の執行残が100万円

以上のもの及び執行率が90％未満のものについ

て、また、主要施策の成果は主なものについて

説明がありますので、審査に当たりましてはよ

ろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合は、主査において、ほかの分科会との時間

調整を行った上で質疑の場を設ける旨、確認が

なされましたので、よろしくお願いいたします。

最後に、審査の進め方ですが、分科会の審査

の進め方案のとおりで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

令和５年９月29日(金)
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午後１時３分休憩

午後１時５分再開

○安田主査 分科会を再開いたします。

それでは、令和４年度の決算について、環境

森林部長の概要説明を求めます。

○殿所環境森林部長 環境森林部でございます。

よろしくお願いいたします。

それでは、令和４年度の決算について説明い

たします。

決算特別委員会資料の右下に記載されている

決算３ページを御覧ください。

これは、総合計画に基づく施策の体系表のう

ち、環境森林部で所管する施策を抜粋したもの

であります。環境分野を中心としました「くら

しづくり」と、決算４ページの森林林業を中心

とした「産業づくり」に大別しておりますが、

この体系表によって各種施策を推進しておりま

す。

決算５ページを御覧ください。

令和４年度歳出決算の状況について説明いた

します。一般会計の計の欄を御覧ください。左

から順に、予算額346億5,171万6,677円に対しま

して、支出済額203億5,226万3,814円、翌年度へ

の繰越額は、上段が繰越明許費118億2,136

万5,010円、下段が事故繰越15億9,342万8,444円、

不用額は８億8,465万9,409円となっております。

次に、特別会計の計の欄を御覧ください。予

算額11億5,313万9,000円に対しまして、支出済

額２億8,304万6,837円、不用額は８億7,009

万2,163円となっております。

一般会計と特別会計を合わせました環境森林

部の合計額は、一番下の合計の欄のとおり、予

算額358億485万5,677円に対しまして、支出済

額206億3,531万651円、不用額は17億5,475

万1,572円となり、この結果、執行率は57.6％、

翌年度への繰越額を含めた執行率は95.1％と

なっております。

決算93ページを御覧ください。

令和４年度環境森林部に係る監査結果報告書

指摘事項等につきましては、指摘事項はござい

ませんでしたが、注意事項が３件ございました。

このほか、令和４年度宮崎県歳入歳出決算審査

意見書において、３件の意見・留意事項等がご

ざいました。監査委員から注意等のありました

内容につきましては、適正な事務処理が図られ

るよう指導を徹底してまいります。

私からの説明は以上でありますが、この後、

歳出決算の状況、主要施策の成果に関する報告

書、決算審査意見書につきましては、担当課長

から説明いたします。

○安田主査 それでは、令和４年度決算につい

て、各課の説明を求めます。

○松浦環境森林課長 当課の決算状況等につい

て御説明いたします。

令和４年度決算特別委員会資料の決算５ペー

ジをお開きください。なお、説明は資料右下の

決算と書かれたページで進めていきます。

表の上から２行目、環境森林課の欄を御覧く

ださい。予算額25億7,362万5,000円に対し、支

出済額は24億9,791万5,759円、翌年度への繰越

額はありません。不用額は7,570万9,241円で、

執行率は97.1％であります。

次に、６ページを御覧ください。

決算事項別明細説明資料により、目の不用額

が100万円以上のもの、または執行率が90％未満

のものについて御説明いたします。なお、この

後の各課におきましても同様の説明とさせてい

ただきますので、あらかじめ御了承ください。

表の上から４行目、（目）計画調査費の不用

令和５年９月29日(金)
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令和５年９月29日(金)

額701万6,838円、執行率73.5％でありますが、

その主なものは、負担金補助及び交付金617

万5,667円であります。これは、企業の災害対応

力強化、ゼロカーボン化促進におきまして、補

助金の申請が見込みを下回ったことによる執行

残であります。

表の下から２行目、（目）環境衛生総務費の不

用額101万5,190円については、職員の給料、職

員手当等の人件費の執行残であります。

７ページを御覧ください。

上から４行目、（目）環境保全費の不用額1,642

万6,439円でありますが、その主なものは、８ペ

ージ、表の上から４行目の負担金補助及び交付

金1,494万6,000円であります。これは県内事業

者エネルギー転換緊急支援と、県民生活エネル

ギー価格高騰対策・脱炭素化支援におきまして、

補助金の申請が見込みを下回ったことによる執

行残でございます。

８ページを御覧ください。

表の下から６行目、（目）林業総務費の不用

額4,940万4,196円について、主なものは、職員

の給料、職員手当等の人件費であり、これは職

員費で支出を予定していました人件費の一部を、

補助公共事業の事務費に振り替えたことによる

ものであります。

９ページを御覧ください。

表の下から５行目、（目）林業振興指導費の不

用額184万6,578円であります。その主なもの

は、10ページ、表の上から２行目の委託料53

万2,953円で、これは森林環境教育推進強化にお

いて、新型コロナウイルス感染症の影響により、

高校生等を対象にした実践活動の実施が少な

かったことによる執行残でございます。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

11ページをお開きください。

「くらしづくり」の１、自然との共生と環境

にやさしい社会の（１）、低炭素・循環型社会へ

の転換についてです。

12ページを御覧ください。

表の中ほど、新規事業「企業の災害対応力強

化・ゼロカーボン化促進」では、自家消費を目

的とした太陽光発電設備の導入を支援し、非常

用電源の確保など、災害対応力の強化とともに、

再生可能エネルギーの導入拡大を図ったところ

であります。

13ページを御覧ください。

新規事業「2050年ゼロカーボン社会づくりプ

ロモーション」では、ロゴマーク、啓発パンフ

レットの作成・配布やテレビＣＭ等のプロモー

ション活動を実施し、ゼロカーボン社会づくり

の実現に向けた機運醸成を図ったところであり

ます。

次の、新規事業「県内事業者エネルギー転換

緊急支援」では、事業活動で利用するエネルギ

ー源を化石燃料から電気に移行する取組や、再

生可能エネルギーの導入等を支援し、燃料価格

高騰の影響を受けにくい事業構造への転換を

図ったところであります。

次の、新規事業「県民生活エネルギー価格高

騰対策・脱炭素化支援」では、個人住宅におけ

る自家消費型の太陽光発電設備や蓄電池の導入

とともに、断熱改修の取組等を支援し、エネル

ギー自給率の高い住環境の整備を図ったところ

であります。

15ページを御覧ください。

（２）、良好な自然環境・生活環境の保全につ

いてです。表の「「水と緑の森林づくり」県民総

参加強化」では、森林林業活性化議員連盟との

共催による県民ボランティアの集いの開催や、
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令和５年９月29日(金)

ボランティア団体の活動支援などにより、県民

共有の財産である森林を次世代に引き継ぐ機運

の醸成を図ったところであります。

17ページを御覧ください。

（３）、環境にやさしい社会の基盤づくりにつ

いてです。表の「環境保全普及啓発推進」では、

環境保全アドバイザー派遣による環境講座や出

前研修、県下一斉の環境美化活動であるクリー

ンアップ宮崎の実施などにより、環境保全等に

対する県民意識の高揚を図ったところでありま

す。

20ページを御覧ください。

「産業づくり」の１、魅力ある農林水産業が

展開される社会の（１）、持続可能な森林・林業

の振興についてです。

21ページを御覧ください。

新規事業「森林産業イノベーション人材創出

モデル」では、県内外の異業種の人材が森林・

林業に関する地域課題や企業課題を議論するワ

ークショップや、林地残材を活用した棚、椅子、

照明器具等の試作、展示会の開催などにより、

林業・木材産業関係者を対象とした人材育成を

図ったものであります。

次の、新規事業「森林循環マネジメント調査」

では、再造林について市町村及び事業者へのヒ

アリングや、森林所有者へのアンケート等によ

る課題の分析等により、再造林推進に向けた有

効な対策の検討を行ったところであります。

主要施策の成果に関する報告については、以

上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

○野口環境管理課長 資料の５ページを御覧く

ださい。

当課の決算状況は、表の上から２段目にあり

ますように、予算額５億6,997万4,000円に対し

まして、支出済額５億3,805万9,488円、不用

額3,191万4,512円となり、当年度の執行率は94.4

％となっております。

24ページを御覧ください。

不用額の主なものについて御説明いたします。

表の上から３段目の備品購入費433万6,421円で

あります。これは航空機騒音計の故障が発生し、

修繕が不可能であった場合の買換えに備え、予

算を確保しておりましたが、買換え不要となっ

たことにより、不用額が生じたものであります。

次に、その下の負担金補助及び交付金1,065

万4,000円であります。これは、「浄化槽整備促

進事業」に係る市町村への補助で、設置基数が

見込みを下回ったことにより不用額が生じたも

のであります。

次に、その下の扶助費708万590円であります。

これは、公害健康被害者への補償給付などで、

給付実績が見込みを下回ったことによるもので

あります。

決算に関する説明は以上であります。

25ページへお進みください。

令和４年度主要施策の成果について御説明い

たします。

１、自然との共生と環境にやさしい社会の

（２）、良好な自然環境・生活環境の保全であり

ます。まず、表の１段目の「大気汚染常時監視」

では、県内の測定局で常時監視しました結果、

一部で環境基準を未達成でありましたが、大気

はおおむね良好な状況でありました。

26ページをお願いいたします。

１段目の「水質環境基準等監視」では、河川

などの水質を常時監視しました結果、一部で環

境基準を未達成でありましたが、水質はおおむ

ね良好な状況でありました。
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令和５年９月29日(金)

次に、一番下の「硫黄山河川白濁対策推進」

では、令和３年度から繰越予算により、硫黄山

水質改善施設の整備に伴い、沈殿池に堆積した

沈殿物のしゅんせつと処分を行いました。また、

当年度予算により、水質改善施設の運用を行い

ました。

27ページへお進みください。

１段目の「硫黄山河川白濁対策水質改善施設

整備」では、令和３年度からの繰越予算により、

水質改善施設の整備を行いました。

次に、一番下の「公害保健対策」では、健康

観察検診などを実施するとともに、法令に基づ

き認定患者へ医療費や障害補償費などを給付い

たしました。

次の28ページをお願いいたします。

１段目の「浄化槽整備促進」では、個人や市

町村が整備した775基の浄化槽の整備費用の一部

を補助いたしました。

次に、一番下の「きれいな川を後世に！浄化

槽リノベーション推進」では、単独処理浄化槽

転換啓発や浄化槽法定検査受検勧奨のため、個

別訪問を行いました。

主要施策の成果に関しましては以上でありま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

○今村循環社会推進課長 資料の５ページをお

開きください。

当課の決算の状況は、表の上から３段目にあ

りますように、予算額５億292万8,000円に対し、

支出済額は４億9,213万3,570円、不用額は1,079

万4,430円で、執行率は97.9％であります。

32ページにお進みください。

不用額の主なものについて御説明いたします。

表の下から４段目、旅費153万8,339円ですが、

これは新型コロナウイルス感染症の感染拡大を

受け、先進地調査や環境省との打合せ等の旅費

が不要となったこと等によるものであります。

一番下の委託料226万3,103円ですが、これは

「ダイオキシン類等濃度測定監視事業」におい

て、不測の事態が発生した際に検査を行うため

の予算として確保しておりましたが、不要となっ

たこと等による執行残であります。

33ページにお進みください。

上から２段目の負担金補助及び交付金の410

万9,456円ですが、これは「海岸漂着物地域対策

推進事業補助金等」において、海岸漂着物の回

収が当初の見込みより少なかったこと等による

執行残であります。

決算の状況については以上であります。

34ページにお進みください。

令和４年度の主要施策の成果について御説明

いたします。

「くらしづくり」の１、自然との共生と環境

にやさしい社会の（１）、低炭素・循環型社会へ

の転換であります。

表の１段目、「海岸漂着物等地域対策推進」で

は、海岸漂着物を抑制するため、広く県民に漂

着物の現状や発生抑制の取組を周知するととも

に、海水浴場や観光地などで海岸の景観維持の

取組を行う市町村を支援しました。また、海岸

漂着物等の実態を把握するための調査を実施い

たしました。

２段目の「災害廃棄物対応力強化」において

は、災害発生時に廃棄物を迅速に処理すること

ができるよう、県、市町村、関係機関等で構成

します災害廃棄物処理対策ネットワーク会議を

開催しました。

35ページへお進みください。

上から２段目の「廃棄物不適正処理防止対策
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強化」では、産業廃棄物の適正処理を推進する

ため、本課及び７つの保健所に廃棄物監視員を18

名配置し、廃棄物処理業者等に対する立入検査、

それから不法投棄のパトロールなどの監視活動

を行いました。

一番下の「産業廃棄物トラックスケール設置

支援」においては、産業廃棄物の重量計測体制

を維持・促進し、産業廃棄物税制度の信頼性を

確保するため、産業廃棄物処理業者のトラック

スケールの設置等に対する支援を行いました。

36ページへお進みください。

１段目の改善事業「優良産業廃棄物処理業育

成支援」においては、産業廃棄物処理業が地域

経済を支え、成長性のある環境産業となるよう、

宮崎県産業資源循環協会が行う優良産廃処理業

者認定取得に向けた取組や、産廃処理業者中堅

リーダーの育成などの取組を支援したものであ

ります。

次に、一番下の「循環型社会推進総合対策」

では、循環型社会の形成を推進するためには、

県民や事業者の理解、実践が大変重要でありま

すことから、排出事業者等に対する講習会や不

法投棄防止啓発キャンペーンの実施など、各種

の意識啓発事業に取り組みますとともに、廃棄

物のリサイクルを促進するため、事業者による

廃棄物の再資源化施設の整備について支援いた

しました。

37ページへお進みください。

１段目の「「宮崎県食品ロス削減推進計画」ス

タートアップ」におきましては、食品ロスの削

減を推進するため、テレビＣＭや食べきり宣言

フェスタ、食べきり宣言キャラバンを開催する

など、普及啓発に取り組みました。

これらの施策により、循環型社会の形成に向

けて、県民や事業者の意識の向上、廃棄物の適

正処理や再生利用の促進などを図ったところで

あります。

主要施策の成果に関しましては以上でありま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しては、

特に報告すべき事項はありません。

○川畑自然環境課長 決算特別委員会資料の５

ページを御覧ください。

表の上から４段目の自然環境課の欄ですが、

予算額109億6,730万7,067円に対し、支出済額39

億8,217万9,500円、繰越明許費51億9,940万5,010

円、事故繰越12億5,236万5,751円、不用額５

億3,335万6,806円となり、執行率は36.3％となっ

ておりますが、翌年度の繰越額を含めますと95.1

％であります。

39ページを御覧ください。

（目）環境保全費ですが、不用額が188万5,452

円、執行率は83.5％であります。不用額の主な

ものは、自然環境保全審議会の部会の開催が予

定を下回ったことなどにより、報酬や旅費の不

用額が生じたことや、需用費などの事務費の執

行残であります。

40ページを御覧ください。

下段の（目）森林病害虫防除費ですが、不用

額は296万6,281円、執行率は96.2％であります。

不用額の主なものは、松くい虫被害に対する伐

倒駆除などの防除に係る委託料及び補償費の支

出が想定より少なかったことから、執行残となっ

たものであります。

41ページを御覧ください。

（目）治山費ですが、不用額が２億6,433万829

円、執行率は34.6％となっておりますが、翌年

度繰越額を含めた執行率は97.2％であります。

不用額の主なものは、令和２年度から事故繰越

をした「山地治山事業」において、昨年度の台
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風第14号の災害により、資材搬入道路が被災す

るなど、工事の継続が困難となり、工事が打切

りとなったことによる不用残や、国の事業決定

に伴い不用額が生じたこと、また、旅費、需用

費、役務費など事務費の執行残であります。

42ページを御覧ください。

（目）狩猟費ですが、不用額が810万4,065円、

執行率は92.3％であります。これは主に「有害

鳥獣（シカ・イノシシ）捕獲促進事業」及び「鳥

獣保護区等周辺地域被害防止対策事業」におい

て、事業費の確定に伴い執行残が生じたものや、

旅費など事務費の執行残であります。

43ページを御覧ください。

（目）公園費ですが、不用額が１億5,756

万4,837円、執行率は51.4％となっており、翌年

度の繰越額を含めた執行率は81％であります。

不用額の主なものは、「自然公園等整備事業」に

おいて、事業費の確定に伴い執行残が生じたも

のであります。

44ページを御覧ください。

（目）林業災害復旧費ですが、不用額が9,738

万3,574円、執行率は22.2％となっており、翌年

度の繰越額を含めた執行率は83.8％であります。

不用額の主なものは、「治山施設災害復旧事業」

において、事業費の確定に伴い減額となったこ

とによる不用残、旅費や需用費、役務費など事

務費の執行残であります。

歳出決算の状況については以上であります。

続きまして、主要施策の成果について、主な

ものを御説明いたします。

46ページを御覧ください。

「くらしづくり」の１、（２）、良好な自然環

境・生活環境の保全についてであります。

表の「生物多様性地域活動等推進」では、野

生動植物保護監視員による希少な野生動植物の

監視活動や、重要生息地等の保護・保全を行う

市町村に対する支援などを行ったところであり

ます。

47ページを御覧ください。

１段目の「森林病害虫等防除」では、主に海

岸沿いの松林を対象とした松くい虫被害木の伐

倒駆除や空中散布に加え、民家等の被害木の伐

倒駆除や無人ヘリによる薬剤散布など、きめ細

かな防除に努めたところであります。

２段目、「有害鳥獣捕獲促進総合対策」では、

市町村の有害鳥獣捕獲班への活動支援や、鹿等

の有害捕獲への助成などを行ったところであり

ます。

３段目の「有害鳥獣被害対策パトロール支援」

では、市町村が配置している有害鳥獣捕獲対策

指導員によるパトロール等の活動を支援したと

ころであります。

48ページを御覧ください。

１段目の「シカ捕獲等特別対策」では、生息

密度が高い地域において鹿の特別捕獲を、また、

２段目の改善事業「鳥獣保護区等周辺地域野生

鳥獣管理対策」では、市町村が実施する電気柵

の設置等を支援したところであります。今後と

も、市町村や関係機関と十分連携を図り、農林

作物の被害軽減に向けて有害鳥獣被害対策に努

めてまいります。

４段目の「自然公園利用拠点整備・魅力発信」

では、動画コンテストの開催や自然公園ホーム

ページの改修を行い、情報発信に努めるととも

に、トイレ改修に係る設計を行ったところです。

49ページを御覧ください。

「国立公園満喫プロジェクト推進」では、え

びの高原の給水施設、休憩所及び歩道の整備の

ほか、市町村が行う浴場建て替え等の支援を行

いました。
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51ページを御覧ください。

２の（１）、安全で安心な県土づくりについて

であります。

表の「山地治山」及び52ページの１段目、「緊

急治山」では、主な実績内容等の事業箇所にお

きまして、豪雨等で崩壊した山腹や荒れた渓流

等に治山ダムなどを整備し、山地の復旧や災害

の未然防止を図ったところであります。

表の２段目の「保安林整備」では、機能の低

下した保安林において、植栽や間伐等を実施し、

水源涵養や潮害防備等の保安林の機能回復や強

化を図ったところであります。

54ページを御覧ください。

１段目の新規事業「盛土防災総合推進」では、

規制区域を指定するための基礎調査を実施した

ところであります。

２段目の「治山施設災害復旧」では、豪雨等

により被災した治山施設の復旧整備を行ったと

ころです。

今後とも、治山施設の適切な整備や保安林機

能の維持増進等を通じて、山地災害の早期復旧

や防止に努めてまいりたいと考えております。

主要施策の成果については以上であります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はありません。

○松永森林経営課長 資料の５ページを御覧く

ださい。

まず、当課の決算状況でありますが、一般会

計につきましては、上から５段目、森林経営課

の欄にありますように、予算額154億3,784

万1,610円に対し、支出済額が89億8,945万9,477

円、繰越明許費が59億3,473万1,000円、事故繰

越が３億2,252万7,693円で、不用額は１億9,112

万3,440円であります。執行率は58.2％となって

おりますが、翌年度への繰越額を含めますと98.8

％であります。

次に、特別会計につきましては、下から４段

目、森林経営課の欄にありますように、予算額

２億4,599万4,000円に対し、支出済額が２億819

万8,370円、不用額は3,779万5,630円で、執行率

は84.6％であります。

続きまして、56ページを御覧ください。

当課の一般会計であります。上から３段目、

（目）林業振興指導費の不用額は1,216万8,672

円で、執行率は89.2％ですが、翌年度繰越額を

含めますと98％であります。主な不用額は、57

ページになりますが、１段目、工事請負費の414

万228円であります。これは主に「天神山ふれあ

い竹林再整備事業」における遊歩道工事箇所の

見直しに伴う執行残であります。

次に、中ほどの（目）造林費の不用額は、1,066

万2,094円で、執行率は65.3％ですが、翌年度繰

越額を含めますと99.8％であります。主な不用

額は、58ページになりますが、表の中ほど、負

担金補助及び交付金の549万6,154円であります。

これは主に、再造林等の補助事業の事業費の確

定に伴う執行残であります。

次に、中ほどの（目）林道費の不用額は3,725

万610円で、執行率は52.5％ですが、翌年度繰越

額を含めますと99.2％であります。主な不用額

は、59ページになりますが、下から６段目、負

担金補助及び交付金の3,000万610円であります。

これは主に、昨年の台風第14号の影響により、

市町村補助事業の林道改良工事１路線が中止と

なったことに伴う執行残であります。

次に、下から３段目、（目）林業試験場費の不

用額は248万5,064円で、主な不用額は林業技術

センターにおける需用費などの事務費の執行残

であります。

次に、61ページを御覧ください。
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１段目の（目）林業災害復旧費の不用額は１

億2,855万7,000円で、執行率は45.7％ですが、

翌年度繰越額を含めますと96.1％であります。

主な不用額は、下から２段目、負担金補助及び

交付金の6,502万7,000円であります。これは主

に災害復旧事業補助金の国の交付決定に伴う執

行残であります。

62ページを御覧ください。

続きまして、山林基本財産特別会計でありま

す。上から３段目の（目）基本財産造成費の不

用額は2,352万4,079円で、執行率は56.3％であ

ります。主な不用額は、表の中ほど、委託料

の1,700万1,062円であります。これは主に間伐

計画箇所に通じる搬出路が被災し、間伐実施を

見送ったことに伴う執行残であります。

64ページを御覧ください。

次に、拡大造林事業特別会計であります。上

から３段目の（目）拡大造林事業費の不用額

は1,418万6,108円で、執行率は79.3％でありま

す。主な不用額は、一番下、負担金補助及び交

付金の988万8,010円であります。これは主に３

月に予定していた立木売払いの公売を搬出路の

被災等により見送ったことに伴う分収交付金の

執行残であります。

決算の状況については以上であります。

続きまして、主要施策の成果について、主な

ものを御説明いたします。

66ページを御覧ください。

「くらしづくり」の１の（２）、良好な自然環

境・生活環境の保全であります。

「ひなもり台県民ふれあいの森等管理」では、

ひなもりオートキャンプ場において、ガードレ

ールの改修や燃料保管庫の改築などの施設の整

備を行うとともに、森林・林業に関する体験研

修を開催したところであります。

68ページを御覧ください。

次に、２の（１）、安全で安心な県土づくりで

あります。

改善事業「水を貯え、災害に強い森林づくり」

では、県の森林環境税を活用して、公益上重要

な森林を対象に、広葉樹造林や速やかな再造林

を支援し、水源涵養など公益的機能の高い森林

づくりに取り組んだところであります。

70ページを御覧ください。

次に、「産業づくり」の１の（１）、持続可能

な森林・林業の振興であります。

「森林資源情報整備推進」では、流域ごとに

森林整備の目標を定める地域森林計画の策定等

により、計画的な森林整備の推進に取り組んだ

ところであります。

次に、71ページを御覧ください。

表の上から３つ目、「森林整備地域活動支援交

付金」では、森林経営計画の作成促進など、地

域活動への支援により、森林施業の集約化によ

る適正な森林整備の推進に取り組んだところで

あります。

次の「森林経営管理市町村支援」では、みや

ざき森林経営管理支援センターを設置し、森林

経営管理制度の中心的役割を担う市町村への支

援に取り組んだところであります。

次に、72ページを御覧ください。

表の上から３つ目、改善事業「「みやざき林業

大学校」担い手育成総合研修」では、長期課程21

人など、実践的な人材育成を行う総合的な研修

に取り組んだところであります。

一番下の「試験研究」では、林業技術センタ

ーにおいて、育苗及び造林技術や原木シイタケ

等の生産技術など、林業の生産性向上などにつ

ながる研究に取り組んだところであります。

次に、73ページを御覧ください。
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表の１つ目、新規事業「新たな森林調査シス

テム検証」では、ドローンレーザー計測等の先

端技術を用いた森林調査手法の検証等に取り組

んだところであります。

次の「森林整備」では、造林や下刈り、除間

伐などへの支援により、森林資源の循環利用の

推進に取り組んだところであります。

一番下の新規事業「成長に優れたコンテナ苗

供給体制整備」では、コンテナ苗の新規生産者

に対し、生産技術研修会の開催や生産施設整備

等への支援により、再造林に必要な苗木の生産

拡大に取り組んだところであります。

次に、74ページを御覧ください。

表の１つ目、「地方創生道整備推進交付金」で

は、市町村道と連携した林道の開設、改良、舗

装により、山村地域の交通ネットワークづくり

を推進したところであります。

主要施策の成果については以上であります。

続きまして、決算審査意見について御説明い

たします。

別冊の令和４年度宮崎県歳入歳出決算審査意

見書のスライドの45枚目、37ページを御覧くだ

さい。

（３）山林基本財産特別会計につきまして、

一番下の意見・留意事項等にありますとおり、

「多額の借入金があることから、計画的に償還

を行うとともに、引き続き事業の着実な推進及

び効率的な運営が望まれる」との御意見があり

ました。

次に、38ページを御覧ください。

（４）拡大造林事業特別会計につきましても、

一番下にありますように、同様の御意見をいた

だいたところであります。

県有林及び県行分収造林の運営につきまして

は、これまでも高収入の見込める森林の先行販

売や補助事業の活用などにより、収入の確保を

図るとともに、列状間伐の実施など、経費の節

減に取り組んできたところでありますが、今後

とも収入の確保と経費の節減を図り、健全な運

営に努めてまいります。

○二見山村・木材振興課長 山村・木材振興課

の決算状況について御説明いたします。

５ページを御覧ください。

中ほどの一般会計の山村・木材振興課の行を

御覧ください。予算額46億４万1,000円に対し、

支出済額が38億5,251万6,020円、繰越明許費が

６億8,722万9,000円、事故繰越費が1,853万5,000

円、不用額4,176万980円であります。当年度の

執行率は83.7％となっておりますが、繰越額を

含めた執行率は99.1％であります。

次に、特別会計ですが、下から３行目の予算

額９億714万5,000円に対し、支出済額が7,484

万8,467円、不用額が８億3,229万6,533円であり、

執行率は8.3％であります。

78ページを御覧ください。

一般会計についてであります。上から３段目

の（目）林業振興指導費の不用額は4,176万980

円、翌年度繰越しを含めた執行率は括弧書きに

ありますように、99.1％であります。

79ページを御覧ください。

不用額の主なものとしましては、節の上から

２段目、負担金補助及び交付金の3,212万6,260

円であります。これは主に「特用林産物生産資

材等緊急支援事業」や、「流木抑制等バイオマス

活用促進事業」などにおいて、補助実績が当初

の見込みを下回ったことなどによるものであり

ます。

80ページを御覧ください。

林業改善資金特別会計であります。上から３

段目の（目）林業振興指導費の不用額は８億3,229



- 11 -

令和５年９月29日(金)

万6,533円、執行率は8.3％となっております。

これは主に貸付金の執行残でありまして、この

貸付金には当年度の融資枠２億5,000万円のほ

か、翌年度以降に貸し付けるための準備金も含

まれておりまして、過年度貸付けに対する償還

金と合わせて、翌年度の貸付財源となっており

ます。

続きまして、主要施策の成果について主なも

のを御説明いたします。

81ページを御覧ください。

当課では、持続可能な森林・林業の振興に寄

与する各般の施策を実施しております。

82ページを御覧ください。

まず、表の下の段の新規事業「省エネ型高性

能林業機械導入支援」では、原油価格の高騰に

より経営に影響を受けている林業事業体の経営

安定を図るため、宮崎市など合計14台の省エネ

型高性能林業機械等の導入を支援したところで

あります。

83ページを御覧ください。

１段目の「合板・製材・集成材国際競争力強

化・輸出促進対策」では、原木供給の低コスト

化や木材産業の競争力強化などを図るため、日

向市など４か所の木材加工流通施設整備や、美

郷町など合計２台の高性能林業機械などの導入

に対する支援を行ったところであります。

一番下の段の改善事業「流木抑制等バイオマ

ス活用促進」では、これまで利用が少なかった

短尺材や枝条等について、木質バイオマスとし

て有効活用するために収集・運搬を実施した６

地域の協議会に対して支援を行ったところであ

ります。

84ページを御覧ください。

２段目の「林業・木材産業経営等支援体制構

築」では、本県の林業・木材産業を支える事業

者の経営を支援するため、宮崎県森林組合連合

会など林業３団体に経営支援等の相談窓口を設

置するとともに、県内11の事業者に対して事業

者ニーズに応じた専門家を派遣し、経営改善や

生産効率化等に資する指導・助言を行ったとこ

ろであります。

85ページをお開きください。

１段目の改善事業「都市との連携による「み

やざき材」利活用推進」では、都市部の自治体

や企業等との連携による木材需要拡大を推進す

るため、都市部でのイベントへの参加・出展や

産地見学ツアーの開催などを行ったところであ

ります。

２段目の改善事業「みやざきＷＯＯＤ・ＬＯ

ＶＥ推進」では、県民参加による木づかい運動

を推進するため、みやざき木づかい県民会議の

開催や木育活動・木製遊具等の整備への支援な

どを行ったところであります。

一番下の段の改善事業「みやざき材を魅せる

「空間・人」づくり」では、非住宅分野への木

造化・木質化を推進するため、木造設計を行う

建築士のスキルアップセミナーなどの開催や、

中大規模木造施設などの設計支援を行ったとこ

ろであります。

86ページを御覧ください。

２段目の「みやざき材販路拡大・競争力強化

支援」では、県外消費地における県産材の販路

拡大を図るため、セミナーの開催のほか、大阪、

福岡などで計２回の展示会への出展などを支援

したところであります。

一番下の段の「みやざき材輸出拡大促進」で

は、県産材製品の輸出を促進するため、韓国や

台湾における木造軸組構法のセミナーなどを開

催するとともに、台湾における展示会への出展

などに支援を行ったところであります。
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87ページを御覧ください。

上の段の「木材利用技術センター運営」では、

木材利用技術センターの運営経費として、今後、

さらに増加が見込まれる大径材の強度特性な

ど、13課題について試験研究に取り組んだほか、

市町村や民間企業などから145件の施設の木造化

などに関する相談を受け、技術的な指導・助言

を行ったところであります。

次に、下の段の「林業担い手総合対策基金」

では、林業就業者の確保・育成に向け、林業後

継者への育英資金の貸与や就業相談会を実施し

たほか、緑の雇用事業研修修了者などを継続雇

用した38事業体に対する補助金の交付、就労条

件の整備として労災保険などの掛金の助成、林

業労働災害の防止を図るため、安全衛生指導員

による巡回指導などを実施したところでござい

ます。

88ページを御覧ください。

１段目の「ひなたの特用林産物販路拡大・Ｐ

Ｒ」では、東京や福岡など県外でのプロモーショ

ン活動や県内小中学校での食育活動のほか、県

産乾シイタケを使用した料理を提供している飲

食店３店を「宮崎県産乾しいたけ料理の店」と

して認定するなどして、消費や販路の拡大を図っ

たところであります。

89ページを御覧ください。

１段目の「しいたけ等特用林産物生産体制強

化」では、乾燥機などの施設整備や省力化を目

的としたグラップルの導入のほか、新規参入者

へのほだ木などの支援や研修を行うとともに、

県内主要産地に生産技術員を配置し、生産技術

の習得や向上を図ったところでございます。

一番下の段、新規事業「特用林産物生産資材

等緊急支援」では、原木シイタケや菌床栽培キ

ノコ類、木炭などの生産者に対し、高騰した原

材料や梱包資材などの資材購入に要する経費を

支援し、生産体制の維持・確保を図ったところ

でございます。

主要施策の成果に関する報告については、以

上であります。

次に、監査委員の決算審査意見書について、

別冊の令和４年度宮崎県歳入歳出決算審査意見

書のスライドの54枚目、46ページを御覧くださ

い。

（12）林業改善資金特別会計についてであり

ます。

一番下の意見・留意事項等にありますとおり、

「貸付金は増加しているものの、歳出予算現額

９億714万5,000円と支出済額7,484万8,000円に

依然として乖離があることから、資金の有効活

用が望まれる」との御意見をいただきました。

歳出予算現額と支出済額に乖離が生じた原因

は、当初予定していた令和４年度融資枠２

億5,000万円に対し、貸付実績が7,300万円と少

なかったことによるものであります。

当資金は、林業経営の改善や林業従事者の確

保などを図る上で有効な資金でありますので、

これまで借受者の事務負担が軽減されるような

制度の改正や、転貸融資を行う金融機関の拡大

に向けた働きかけなど、資金の利用促進に取り

組んでいるところであり、今後とも、引き続き

これらの取組を推進するとともに、ホームペー

ジへの掲載や事業体に対してチラシを配布し、

周知を図るなど、貸付実績の向上に努めてまい

ります。

○安田主査 執行部からの説明が終了しました。

委員の皆様からの質疑はございませんか。

○丸山委員 13ページに新規事業「2050年ゼロ

カーボン社会づくりプロモーション」が上がっ

ているんですが、ゼロカーボンという言葉の周



- 13 -

令和５年９月29日(金)

知もまだまだだと感じているんですけれども、

県民への啓発をやってみてどのような認識を

持っているのかをお伺いします。

○松浦環境森林課長 委員から御指摘がありま

したけれども、ゼロカーボンという言葉に対し

て、まだまだ周知が足りていない状況だと思っ

ているところであります。

そこで、今年度も昨年度に引き続き、11月を

ゼロカーボン推進月間としまして、テレビＣＭ

やウェブを活用した啓発活動に力を入れていき

たいと考えております。

○丸山委員 今年の夏も非常に暑かったと世界

全体で言われています。地球環境のために、個

人がやるべきことと大企業がやるべきこと、い

ろいろな役割分担があると思いますが、ゼロカ

ーボンに向けての啓発をしても、なかなかうま

く進まない状況と認識していますので、できる

だけ頑張っていただければと思っております。

○日髙委員 啓発をされるということですけれ

ども、いつも同じようなことを言っていますが、

ゼロカーボンとカーボンニュートラルの違いを、

全く分からない人がほとんどだということです。

国はカーボンニュートラルと言っているわけ

だから、啓発するときに宮崎県は何でゼロカー

ボンなのという話になるわけです。言い方が悪

いということではないんですが、違いをはっき

り説明してもらって、国はこういう言い方をし

ていますけれども、宮崎県はこういう言い方を

しているんですよということが分からないと、

何で国と違うことをしているんだろうかと思っ

ている人も結構いるわけです。

国と県のイメージは一緒なんだよとしっかり

啓発してもらわないと、先に進まないという気

持ちを持っているので、しつこいようですけれ

ども、啓発の仕方を考えていただきたいと思っ

ています。

○松浦環境森林課長 日髙委員から度々御指摘

を受けておりますけれども、用語につきまして

は、ゼロカーボンですとかカーボンニュートラ

ルとかありまして、分かりにくいところがある

かと思いますが、まず宮崎県におきましては、

二酸化炭素の排出量から森林等の吸収量を差し

引いてゼロにするというゼロカーボンを目指し

ておりますので、この部分を丁寧に説明してい

きたいと思います。

繰り返しになりますけれども、11月に集中的

に啓発活動を行いますし、イベントも企画して

おります。県民の皆様に御理解いただけるよう、

いろんな切り口で啓発をしていきたいと考えて

おります。

○丸山委員 15ページの「「水と緑の森林づくり」

県民総参加強化」ですが、参加している団体が

固定化しているように感じています。本当はい

ろんな人に協力してもらって、参加者が増えて

いくべきですが、令和４年度は新型コロナの関

係もあって、なかなか大規模にできなかった面

もあったと思っています。これまでと比較する

と参加者数が多かったのか少なかったのか、ど

ういうふうに認識すればよろしいでしょうか。

○松浦環境森林課長 「県民ボランティアの集

い」の開催状況は、令和４年度は639名、令和３

年度は709名、令和２年度が662名、令和元年度

が714名、大体700名前後で推移しておりますが、

御指摘のとおり、参加されるメンバーは大分固

定化している印象がございますので、今年、特

に学生に参加していただきたいと考えておりま

して、学校関係に参加を呼びかけるような取組

をしているところでございます。

○丸山委員 宮崎県は、杉素材生産量が日本一

という林業県ですので、できればこういう集い
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に多くの方々が参加して、宮崎県が林業県とい

うことを学んで、宮崎県が地球温暖化対策や国

土保全対策に取り組んでいることについての理

解を深めていただきたいと思っております。

できるだけ多くの県民が参加して、植えた後、

植えた人が草刈りをしにそこを見に行って、５

年たってこんなに大きくなっているんだという

形で、心の醸成を含めてやっていただきたいと

思っていますので、よろしくお願いします。

○日髙委員 資料26ページの「水質環境基準等

監視」について、一部未達成という説明をされ

ましたけれども、どこが未達成なのか確認した

いです。

○野口環境管理課長 未達成のところは都城市

の山之口に花の木川という川があるんですけれ

ども、こちらのＢＯＤが少しオーバーしていた

ということと、あと、高千穂町になるんですけ

れども、東岸寺用水とか岩川用水─これは土

呂久関係になるんですが、そういったところの

ヒ素が３地点オーバーしております。

○日髙委員 分かりました。これは少し特別な

ところですね。ほかのところは基準値をほとん

どクリアしていると思います。

先日、企業局が綾川で今後５年間ぐらい工事

をするために、発電が止まることについて、説

明に来られたんです。

国富町役場、綾町役場、内水面漁業協同組合

の皆さんにお集まりいただいており、地元から

がんがん言われていましたが、内水面漁業協同

組合は川の汚れのことを言っているわけです。

企業局は発電事業をしているので、企業局に

川の汚れについて言っても駄目だったんですけ

れども、川の濁りが宮崎市役所のほうまで来て

いるのは、皆さんも御存じだと思うんです。

綾北川や本庄川の濁りが続いている状況につ

いて、私たちも企業局や河川課とこれまでああ

でもない、こうでもないと言いながら進めてき

ていたんですが、おととい問題になったのは、

県や市町村から補助を受けてアユを放流してい

るんだけれども、濁っている水の中に10センチ

ぐらいのアユを放流して、生きているかどうか

が確認もできない状況だということです。

だから、私たちは企業局や河川課とお話をし

ていますけれども、資料25ページの環境管理課

のところに、「水質が良好で安心・安全な生活環

境」という項目が出てきます。環境管理課は、

庁内で、河川の水質に対する問題を共有されて

いるのかをお聞きしたいと思っていますが、答

えられますか。

○野口環境管理課長 今、具体的に綾北川の話

があり、多分、委員は濁水のことを言われてい

ると思うんですが、環境管理課で河川の常時監

視を行っております。これにつきましては、当

時の環境庁から通知が出ておりまして、河川の

環境が安定しているとき─具体的にどういう

ことかといいますと、雨が降って川が濁って、

２～３日すると濁りが落ちてくると思うんです

が、その状態で採水して河川の水質を評価する

ことになっております。

ですから、綾北川についても、環境管理課で

常時監視しているんですけれども、このデータ

によりますと、綾北川の水質は非常に良好とい

うことになっているんです。

やはり綾北川が濁るのは、土質の問題がござ

います。一度雨が降って崩れますと、川が濁っ

て、なかなか濁りが取れません。そしてダムが

あって受け止めるものですから、なかなか濁り

が取れないという問題がございます。

ですから、環境管理課の所掌するところはそ

こでございまして、森林の適正な管理であった
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りとか、ダムの適正な運用とか、そういったと

ころに尽きるのかなというところでございます。

○丸山委員 資料28ページの、よく話題になっ

た浄化槽の法定検査の件ですが、令和４年度時

点で、法定検査実施率の全国平均が幾らで、宮

崎県はどれくらいになったんでしょうか。

○野口環境管理課長 今の浄化槽の受検率は、

本県が57.4％でございます。全国平均は、まだ

令和４年度の数値が出てないんですけれども、

※41％程度ということでございます。

○丸山委員 60％を切っているということで、

まだ進んでないところですが、主な実績内容等

に「浄化槽法定検査未受検者に対する啓発」、25

市町村、３万2,063基と記載されていますが、１

件１件指導して、検査を受けるようになったと

理解すればよろしいんでしょうか。

○野口環境管理課長 28ページに指導基数が３

万2,063基と書いてございますけれども、ここに

つきましては、はがきで受検してくださいとい

う啓発をしておりまして、非常に少ないんです

けれども、1,342件が受検につながっております。

率にして4.2％、25件に１件ということになろう

かと思います。

○丸山委員 公平性を考えると、本来はもっと

多くの方が受検して、水資源を大切にしていく

べきだと思っています。全国平均よりいいとい

うだけではなくて、法定ですので本来はしっか

りと検査するべきだと思っているんですが、60

％までで止まっていて、受検が進まない理由は

何だと理解されているんでしょうか。

○野口環境管理課長 まず、１点修正させてい

ただきます。

先ほど、全国の令和３年度の受検率を41％程

度とお答えしたんですけれども、正確には47.1

％でした。ですから、国が県よりも10％程度遅

れているという状況でございます。

法定検査を受検していないことへの県の認識

でございますけれども、まず、浄化槽には法定

検査、保守点検、清掃という３つの義務が生じ

ますが、特に、この中で保守点検と法定検査に

つきましては、その違いが分からないというと

ころで、なかなか受検に結びついていない。そ

れと、受けているところ、受けていないところ

があって不公平だということで私どももいろい

ろと啓発をしています。

10月は浄化槽の適正管理推進月間ということ

で、様々な啓発を展開してまいります。

今は、ラジオでＣＭを打ったりとか─来週

の土曜日には、イオンモール宮崎で啓発をしま

すので、ぜひお越しいただければと思っている

んですけれども、そういう形で粘り強くやって

いるところです。

先ほど、指導基数が３万2,000基余りで1,342

件という話があったんですが、県としては、５

回でも６回でも同じような形で指導していかな

いと、受けていらっしゃる方に不公平じゃない

かということで、非常に効率は悪いんですけれ

ども、このような啓発をやっているということ

でございます。

○丸山委員 できるだけしっかりと法定検査が

進むように、県民の理解を深めていただくよう

お願いします。

○黒岩委員 35ページの上から２段目に「廃棄

物不適正処理防止対策強化」、その次に「山間地

域不法投棄パトロール強化」とあるんですけれ

ども、このパトロール等については市町村でも

実施されていると思うんですが、県と市町村の

すみ分けはどのようにされているんでしょうか。

○今村循環社会推進課長 基本的に、一般廃棄

※このページ左段に訂正発言あり
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物─家庭から出るごみは市町村、それ以外の

事業活動から出る産業廃棄物は県というすみ分

けになっております。

ただ、パトロールに行ったらごみが混在して

いる場合があります。そこは市町村とも連携を

取りながら、県が見つけたら市町村に連絡、市

町村が見つけたら県に連絡するという形になっ

ております。

○丸山委員 令和４年度は台風第14号で久々に

大きな災害が出て、防災協定に基づいて動こう

としていたところがあったけれども、市町村で

温度差があって、災害廃棄物の処理の仕方につ

いて、うまくいったところといっていないとこ

ろがあると聞いていますが、県としてどう把握

されているのかお伺いします。

○今村循環社会推進課長 委員のおっしゃると

おり、災害廃棄物の対応に関しては、市町村に

よって温度差があるのは確かです。災害がよく

あるところとめったにないところがありますし、

市町村の職員も異動していくので、ローテーショ

ンが長く取れる比較的大規模な市町村は割とレ

ベルが高いんですけれども、小さい町村で担当

者が１人しかいないようなところになると、そ

の担当者が異動すると対応力ががくっと落ちる

といったように、レベル差があります。

このため、県におきましてはレベル差があっ

てはいけないということで、実はおとといもやっ

たんですけれども、市町村の災害廃棄物に携わ

る職員を集めまして、図上演習を行いました。

今年は風水害を対象として、刻々と発生する

事態に対応するため、市町村の災害廃棄物担当

職員はまず何をしないといけないか、図上演習

を行いまして、10月に反省会を行って、フィー

ドバックする予定にしております。

○丸山委員 災害後、２～３日で廃棄物を処分

していかないと復興につながらないと思ってい

ます。人吉市の水害を私も見てきたんですが、

非常に混乱したと感じています。できるだけ災

害が起きる前から、訓練してしっかり対応でき

るような体制づくりを県でやっていただければ

ありがたいと思っていますので、よろしくお願

いします。

○今村循環社会推進課長 委員のおっしゃると

おり、昨日の訓練でもそうなんですけれども、

いざ災害が発生しますともう間に合わないので、

いかに事前の準備が必要か市町村にも分かって

いただいたと思います。

事前の準備ということで、仮置場の候補地を

できるだけたくさん選定しておいて、いざ災害

が起きたときに、市民へそこに廃棄物を出すよ

うアナウンスすることが非常に大事ですので、

その辺もこの訓練の中で市町村に周知していき

たいと考えております。

○野﨑委員 県内の取組は分かるんですけれど

も、隣県で災害が起きた場合、廃棄物を持ち込

ませないとか、広域的なルールはどうなってい

ますか。

○今村循環社会推進課長 委員も御承知のよう

に、本県は県外からの廃棄物は持ち込ませない

という基本原則がありますが、災害のときには、

少し緩めることになるかと思います。

この間もお話ししたんですけれども、南海ト

ラフのような大きな災害のときは、九州地方環

境事務所がカップリング県をつくっており、宮

崎県は熊本県とペアになっております。熊本県

で大きな災害が起きたら宮崎県が幹事県となっ

てほかの九州各県をまとめる、逆に、宮崎県で

起きたときは熊本県が幹事県となってまとめて

いただくという仕組みとなっておりますので、

こういった九州各県とのつながりは大事にして
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いこうと考えております。

○野﨑委員 処理業者もいっぱいいますけれど

も、県北は災害時の処理能力がちょっと弱いと

いう情報も入ってきたんですが、そこら辺はしっ

かり関係者と情報を共有しているんですか。

○今村循環社会推進課長 災害時に限らず産業

廃棄物の処理業者の許可は県が持っておりまし

て─宮崎市だけは宮崎市が持っているんです

けれども─特に一番問題となるのは、災害時

の焼却施設がキャパシティーがあるのか、それ

から最終的な処分場がキャパシティーがあるの

かというところだと思います。

まず、最終処分場に関しては、やはり住民の

反対が強い施設でありますので、なかなか新し

い施設ができないということで他県では困って

いるところもあると聞いているんですが、九州

各県と比べると本県はまだ余裕があるほうだと

聞いています。

焼却施設についても、基本的には災害廃棄物

は一般廃棄物になりますので、市町村の焼却施

設で焼却するんですけれども、本県はキャパシ

ティーが十分あると認識しております。

ただ、その地域で処分できない場合は、当然、

広域で調整する場面が出てくると思います。こ

ういう場合では、県が間に入って広域の調整を

する形になると思います。

○黒岩委員 直接ここに出ている事業とは関係

ないかもしれないんですが、一般廃棄物のごみ

処理広域化の件ですけれども、各市町村で人口

がどんどん減ってくれば、市町村単独で処理す

るよりも広域でやったほうがいいだろうという

動きがあるところですが、広域化に対して県で

何か取組や指導をされているんでしょうか。

○今村循環社会推進課長 一般廃棄物のごみ処

理につきましては、委員も記憶にあると思うん

ですけれども、以前、それぞれの市町村が小さ

い焼却場で焼いていたので、ダイオキシンが発

生するという問題があり、国のほうからできる

だけ広域化しなさいというお話がありました。

これを踏まえて、県のほうで市町村のごみ処

理センターの広域化計画をつくっておりまして、

現在、西臼杵だけ延岡市と一緒のブロックになっ

ているんですけれども、県の広域処理計画上は

７つの広域ブロックにおいて、それぞれ処理を

していくという形になっております。

○黒岩委員 ということは、現在、７つのブロッ

クに集約が既に進んでいるという考え方でよろ

しいんでしょうか。

○今村循環社会推進課長 一応、集約が進みま

して、今、そういう処理をしているところなん

ですけれども、だんだん老朽化が進んでおりま

して、更新の時期が来ているブロックもござい

ます。こちらについても国の補助金等もありま

すので、県がパイプ役となって、国に申請をし

て、しっかり整備が進むよう進めてまいりたい

と考えております。

○日髙委員 47ページです。有害鳥獣被害対策

について、「有害鳥獣捕獲促進総合対策」の1,948

万5,000円は令和４年度の予算額ですが、令和３

年度の予算額を教えていただきたいのと、その

下、213班、2,531人の前年度の数字、その２つ

下の14市町村、2,381頭の前年度の数字が、もし

分かりましたら教えてください。

○川畑自然環境課長 令和３年度の予算額

は1,918万1,000円でございます。また、有害鳥

獣捕獲班の令和３年度の数字は211班、2,584人、

捕獲頭数の令和３年度の数値は、1,994頭です。

○日髙委員 この前の常任委員会の資料で、被

害額を提示していただきましたけれども、令和

元年度が４億2,500万円で、令和４年度が３
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億7,200万円ということで、被害額は大分減った

と思っていたんですが、予算額は逆に少し増え

ています。

真ん中の2,442万7000円は令和５年度の予算額

ということですよね。被害額は減っているが、

予算額は増加しています。何か新しい事業を考

えていて、予算額が増加しているのかどうかを

教えてください。

○川畑自然環境課長 予算につきましては、県

単の予算でやっておりますけれども、有害鳥獣

に関しましては、国の交付金がございまして、

農政水産部のほうで確保しております。こちら

の予算が億単位でございますので、例えば、鹿

の捕獲でしたら、市町村からしますと国の交付

金のほうが補助率がいいものですから、それで

足りないものを県の補助でやっているというと

ころでございます。

我々としましては、捕獲班の維持などに関し

て助成をしているところでございまして、予算

額は2,400万円ほど確保しているところでござい

ます。

○日髙委員 例えば、イノシシの捕獲の助成金

は8,000円でしたでしょうか。それと、ウリ坊の

助成金は幾らですか。

○川畑自然環境課長 助成金は市町村によって

異なっておりますが、基本的に、イノシシは7,000

円です。市町村によっては、それにかさ上げし

てやっているところもございます。

ウリ坊につきましては、詳細はありませんが、

市町村によって出すところと出さないところが

ありまして、1,000円くらいに安くしているとこ

ろもあるかと思います。

○日髙委員 例えば、大分県や鹿児島県の助成

金の単価をつかんでおられるんですか。

というのは、続けて質問しますが、国富町で

は、今まで現れてきていないところにイノシシ

が多く出てきて飼料用稲畑を倒してしまって、

刈れない状態になっているところが結構あるん

です。

ただ、猟友会の皆さんも高齢化してきて、対

応がなかなか難しいところもあります。去年も

話が出たんじゃないかと思うんですけれど

も、7,000円の単価をもう少し上げてもらえない

かをずっと聞いているんです。

例えば、ウリ坊は1,000円とか2,000円という

ことになっているけれども、結局、成獣のイノ

シシだったらさばいて食べることが多いですよ

ね。成獣のイノシシは食べられるけれども、ウ

リ坊は食べることはできないので、山に穴を掘っ

て埋めてやっているから結構労力がかかるとい

う話をされていて、単価がどうにかならないの

かということをよく聞くんです。

令和４年度の段階では、そういう検討をされ

ていないのかをお聞きします。

○川畑自然環境課長 助成金につきましては、

県の事業と国の事業がございまして、先ほど言

いました、国の事業につきましても、全国一緒

でございますので、7,000円で統一されていると

認識しております。

県単のほうは環境森林課で持っておりますけ

れども、7,000円を出すようにしております。こ

れは以前からずっと7,000円にしておりまして、

２分の１の3,500円を県が補助し、市町村は3,500

円を負担する形になっております。

単価の増につきましては、市町村から要望が

ございますので、国に対して増額の要望をして

いるところですけれども、単価増には至ってい

ないところでございます。

それから、県の予算につきましても、限られ

た予算の中でやっておりますので、鹿につきま
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しては8,000円を維持しており、イノシシにつき

ましては、7,000円で補助している状況でござい

ます。

○日髙委員 広島県の小さな島で８人ぐらいし

か住民がいないのに、イノシシが渡ってきて100

頭を超えて、イノシシに乗っ取られるというの

がネットに出てましたけれども、やっぱりイノ

シシの問題は、今まで以上にいろいろ被害が出

てくると心配されているんですよね。

猟友会の幹部の方たちも組織として責任を感

じておられるんですけれども、物価高なのに単

価が全然上がってこないのは、やっぱりおかし

いと不満を持っている方もおられますので、そ

ういったところは今後とも検討の課題にしてい

ただきたいと思います。

○黒岩委員 54ページの盛土防災の基礎調査で

すけれども、これは一般質問で答弁があったと

思うんですが、もう一度、その結果について教

えていただきたいと思います。

○川畑自然環境課長 盛土規制法に係る調査を

今しておりまして、ここに書いている予算5,800

万円ほどにつきましては、環境森林部の負担分

で、県土整備部と農政水産部を合わせまして、

約8,300万円で事業をやっているところでござい

ます。

ここに書いているように、規制区域を指定す

るための調査を委託でやっておりまして、今年

度中にその調査が終わる予定になっております。

来年度に指定したところの公表、再来年度から

規制を開始するということで、今、準備を進め

ているところでございます。

○黒岩委員 ということは、今、規制区域はま

だ特定されていないということなんでしょうか。

○川畑自然環境課長 調査中でございまして、

来年度、パブリックコメント等で示していく形

になるかと聞いております。

○丸山委員 83ページに「短尺材や枝条等の木

質バイオマスの収集運搬支援」があるんですが、

実績としては予定どおりの数字が集まったので

しょうか。

○二見山村・木材振興課長 令和４年度のバイ

オマスの事業での収集の実績なんですけれども、

予算に対して、減額の補正をしております。

これは立ち上げた初年度ということでの周知

不足もあったんですけれども、台風第14号関係

で林道が傷んだりといったことがあって、計画

はあったけれども、執行ができなかったという

状態で、当初予算に対しては34％ぐらいの執行

率となりました。

○丸山委員 タンコロなどの残材は運ぶのに手

間暇がかかるから大変だという現場の声がある

と認識しているんですが、県のほうでは今後、

どうなっていくと見込んでいるのでしょうか。

○二見山村・木材振興課長 委員のおっしゃる

とおり、タンコロとか枝条は処理に非常に手間

がかかるということがございます。

今回のこの事業では、大きく２つに分かれて

まして、既に切られている山の中にいわゆるタ

ンコロなどの残材が散らばっている状態のもの

が１つ。もう１つは、伐採のときに発生する残

材を丸太と一緒に集積して出していくものと２

つあります。

タンコロとか、散らばっている手間暇がかか

るほうはトン当たり2,000円の支援、もう一つの

ほうは伐採した丸太とかと一緒に出していくよ

うなもので─１割以上はタンコロとか枝条を

入れてくださいとしているんですが、こちらの

ほうはトン当たり500円の支援ということで、価

格差をつけているところであります。

おっしゃるとおり、小さいものを集めるのは
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手間暇がかかるということで、切ったものをど

こに置いてくださいとか、トラックがどこまで

入れるから積み込みが楽なようにここに集積し

てくださいという計画を収集運搬の方と事前に

詰めておくと、収集するときに手間がかからな

いということもございまして、今、その辺を徹

底してやっていただくことによって、効率的に

運搬できるような仕組みについて指導もしてい

るところでございます。

○丸山委員 ぜひ、貴重な資源だと理解した上

で、利用促進をお願いします。

あと、86ページの「みやざき材輸出拡大促進」

についてですが、以前は材工一体で韓国への輸

出にかなり力を入れていた時期もあったんです

が、少しトーンダウンしているのかなと思って

います。令和４年度の輸出実績等を教えてくだ

さい。

○笹山みやざきスギ活用推進室長 韓国に対す

る輸出の実績ですけれども、コロナ等もありま

して、ここ最近は10数トンになってございます。

このため、この事業の実績としましては、セ

ミナーを開催したり、コーディネーターを設置

したり、出展の機会には、製材品の見本を出し

たり、そういう取組をしております。

○丸山委員 コロナのほうも落ち着いてきまし

たし、できるだけ原木材ではなくて加工して付

加価値をつけたものを輸出して、資源を有効活

用することが、宮崎県にとっていい方向に向か

うと思っています。最近、材工一体という形で

取り組んでいたことが、若干弱くなっているよ

うな気がするものですから、しっかり取り組ん

でいただくようにお願いします。

○笹山みやざきスギ活用推進室長 今、御指摘

がございましたとおり、材工一体というのは今

後とも続けていきまして、また、今後は韓国だ

けではなくて台湾にも力を入れながら、この取

組を進めていきたいと考えております。

○松本副主査 88ページの「ひなたの特用林産

物販路拡大・ＰＲ」ですが、まず、乾しいたけ

料理店認定３店舗とありますけれども、この３

店舗を具体的に教えていただけないでしょうか。

○二見山村・木材振興課長 ３店舗ですけれど

も、西米良村に１つと日南市に２つございます。

西米良村が「川の駅百菜屋」の「しいたけ南蛮

定食」が指定されています。日南市は、「はぜき

ん茶屋」の巻き寿司、いなり、うどん、そばの

だしとか、そういったものです。あともう一つ

は、「武家屋敷伊東邸」の「しいたけカレー」と

なっております。

○松本副主査 昨年度に３店舗ということです

が、今、県内全体で店舗数としてはどれくらい

あるんでしょうか。

○二見山村・木材振興課長 平成28年から、年

によってばらつきがあるんですけれども、大体

９～10店舗ぐらいずつ増やしてきてまして、令

和４年度末時点で47店舗ございます。

○松本副主査 最後に、プロモーション活動等

は県内外で行われていますので、ある程度イメ

ージはつきますが、販路拡大について効果を感

じていらっしゃることをお聞かせいただけない

でしょうか。

○二見山村・木材振興課長 生産者の方も高齢

化していて、生産量も減っているということで、

プロモーションが非常に大事だと思っておりま

す。いろいろやってはいるんですけれども、国

内消費量の伸びにうまくつながっていない状況

もございます。

まだ面的な広がりに至っていないんですけれ

ども、今、考えているのは、県内で代表的には

「杉本商店」というところが付加価値をつけた
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海外への販売に一生懸命取り組んでいるので、

私たちとしてはそれを横展開させていくことを

しっかりやっていきたいと思っています。

海外の方々、特にヨーロッパでは無農薬やオ

ーガニックといったものに対して非常に価値を

感じていただいて、多額で購入いただけること

もございます。今、経営されている若い方々に

も、付加価値をつけた商品の海外への販売を進

めていただくことで、収益を図っていただきな

がら、それを国内に逆輸入する形で広がるよう

模索していきたいと思っているところです。

○安田主査 88ページに備長炭生産振興対策が

ありますが、３人の研修生を受け入れられたと

いうことです。この備長炭の材料にはカシの木

などがあるんですけれども、生産者からカシの

木がなかなかないという話をよく聞くんです。

備長炭を作る人は増えてきているんですが、こ

れから先、カシの木が増えていくのかが気にな

るんですけれども、いかがでしょうか。

○二見山村・木材振興課長 資源のことですけ

れども、群生地があまりないという状況があり

ます。まとめると重たいものですし、搬出する

ための車両が通れる道も必要になってくるとい

うことで、調査をかけているところです。

特に、昨年度の事業でいきますと、「備長炭生

産振興対策事業」の中で、団地化計画をつくり

まして、延岡市北川での原木の生育状況調査を

実施しております。

ただ、今申し上げたように、まとまったとこ

ろに出しやすい資源がある状況はなかなかない

ので、北部森林管理署や宮崎森林管理署との意

見交換のような場で、そういった資源があれば

情報交換してほしいということも申し上げてい

るところです。なかなか確たる情報がないとこ

ろではあるんですけれども、いろいろな方々と

情報共有しながら、資源の確保についても図っ

ていきたいと考えているところです。

○安田主査 備長炭を生産する人から、杉を植

えるのもいいんだけれども、カシの木とかも植

栽したほうがいいんじゃないかという意見も出

てますので、検討していただきたいと思ってお

ります。

それと82ページになりますけれども、高性能

林業機械の導入支援を行っておりますが、大体

平均１台でどのくらいの大きさなのか、そして

１台でどのくらいの金額の支援をしているのか

を教えてください。

○二見山村・木材振興課長 82ページの事業が、

令和４年度だけの単年度事業になるんですけれ

ども、物価高騰対策ということで取り組んだも

のでございます。

このとき入れたものが全部で14台ございまし

て、いろんな機械がございますので、単価につ

いて一概には言えないんですけれども、プロセッ

サーという機械ですと、大体2,000万円から3,000

万円の間ぐらいのものが多いと思っています。

あと、フェラーバンチャ、フォワーダ、ハーベ

スター、グラップルつきのトラックといったも

のがこのときの補助の対象になっておりまして、

全部で14台ということでございます。

○安田主査 いろんな機械があって、その中で

また個別で支援額が違うということでよろしい

ですか。

○二見山村・木材振興課長 そのとおりでござ

います。

○本田委員 82ページですけれども、令和５年

度への繰越しの額が記載されているんですが、

昨年度の取組の評価はいかがなものかをお聞き

します。

○二見山村・木材振興課長 入れている機械が、
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燃費基準等を達成しているものに対する助成と

いうことで、燃費性能が上がることで消費エネ

ルギーが減ってコストが下がることを考えて導

入しているんですけれども、基本的には、新し

い機械を購入して作業していただけているとい

うことで、生産効率も上がっていると認識して

おります。

「ひなたのチカラ林業経営者」という、県で

認定している事業者の方たちに対する支援なん

ですけれども、令和３年の現況値として１日の

１人当たりの生産性が8.5立方メートルに対し

て、これを導入することで9.2立方メートルにな

り、8.2％ぐらいアップすることを効果として想

定しているところです。

○本田委員 結構効果が出ているので継続され

るのかなと思って先ほどの質問をさせていただ

いたのですが、今後こういった導入支援は考え

ていかれるんでしょうか。

○二見山村・木材振興課長 これは単年度の事

業ではあったんですけれども、国庫補助事業で

当初予算や補正予算で毎年対応はさせていただ

いているところであります。

高性能林業機械だけではなくて、製材機械も

含めて、あと、バイオマスの材料供給面への支

援といったものについて国庫補助の対象になっ

ておりますので、今後とも取り組んでいく予定

にしております。

○笹山みやざきスギ活用推進室長 山村・木材

振興課長が、今、答えた事業につきましては、82

ページの１段目、「林業・木材産業構造改革」と

83ページの１段目、「合板・製材・集成材国際競

争力強化・輸出促進対策」で高性能林業機械の

支援をしております。

○安田主査 ほかにないでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 それでは、以上をもって環境森林

部を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後３時１分休憩

午後３時５分再開

○安田主査 分科会を再開いたします。

２日、月曜日の分科会は午前10時から再開し、

農政水産部の審査を行うことといたします。

その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 以上で、本日の分科会を終了いた

します。

午後３時５分散会
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午前９時57分再開

出席委員（８人）

主 査 安 田 厚 生

副 主 査 松 本 哲 也

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 日 髙 利 夫

委 員 本 田 利 弘

委 員 今 村 光 雄

委 員 黒 岩 保 雄

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

農政水産部次長
長谷川 武

（ 総 括 ）

農政水産部次長
日 髙 義 幸

（ 技 術 担 当 ）

畜 産 局 長 河 野 明 彦

農 村 振 興 局 長 小 野 正 寛

水 産 局 長 鈴 木 信 一

農 政 企 画 課 長 原 田 大 志

中山間農業振興室長 梶 原 正太郎

農業流通ブランド課長 大 田 直

農業普及技術課長 蛯 原 智 子

農 産 園 芸 課 長 黒 木 正 理

畜 産 振 興 課 長 水 野 和 幸

家畜防疫対策課長 坂 元 和 樹

農 村 計 画 課 長 鳥 浦 茂

農 村 整 備 課 長 城ヶ﨑 浩 一

担い手農地対策課長 馬 場 勝

水 産 政 策 課 長 大 村 英 二

漁 業 管 理 課 長 赤 嶺 そのみ

漁港漁場整備室長 小 野 勘 治

工 事 検 査 監 内 田 豊 光

総合農業試験場長 東 洋一郎

畜 産 試 験 場 長 林 田 宏 昭

県立農業大学校長 松 田 義 信

水 産 試 験 場 長 西 府 稔 也

事務局職員出席者

議事課主任主事 飯 田 貴 久

総務課主任主事 森 口 浩 司

○安田主査 分科会を再開いたします。

それでは、農政水産部の審査を行います。

初めに、令和４年度決算について、農政水産

部長に説明を求めます。

○久保農政水産部長 農政水産部でございます。

本日はどうぞよろしくお願いいたします。

説明に入ります前に、家畜伝染病の豚熱への

対応について御報告いたします。

８月末の佐賀県での豚熱の発生を受け、本県

では、９月19日に家畜伝染病法に基づくワクチ

ン接種命令を告示したところですが、これに基

づいて、先週の９月27日から県内全域を対象に

豚熱ワクチン接種を開始いたしました。

接種対象は、県内で飼養されている全ての豚、

イノシシであり、今後生まれる豚に継続してワ

クチン接種を実施していくこととなります。

今後とも、関係者や隣県とも密接に連携の上、

本県への豚熱の侵入を防ぐための対策に万全を

期してまいります。

それでは、令和４年度の決算につきまして、

令和５年10月２日(月)
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座って説明させていただきます。

まず、令和４年度の主要施策の内容について

でございます。

令和４年度決算特別委員会資料の決算３ペー

ジを御覧ください。

総合計画に基づく施策の体系表のうち、農政

水産部で所管する施策を抜粋したものでござい

ます。

決算３ページには「産業づくり」、決算４ペー

ジには「くらしづくり」に大別した体系表を掲

載しておりますが、この体系表に沿って、昨年

度も事業の実施、予算の執行に取り組みながら、

それぞれの目標に向かって各種施策を積極的に

推進してきたところでございます。

なお、令和４年度の主要施策の詳細につきま

しては、後ほど担当課長から御説明いたします。

次に、令和４年度の決算状況について御説明

いたします。

決算６ページを御覧ください。

下から４行目、一般会計の部の計の欄を御覧

ください。

左から３列目、最終予算額が592億7,950

万6,670円、その右の列、支出済額が407億7,428

万2,845円、翌年度への繰越額は、右の列の上段

の明許繰越が124億9,959万8,084円、その下の事

故繰越が19億1,638万6,880円、不用額がその右

で40億8,923万8,861円となりました。

また、下から２行目の特別会計の計につきま

しては、最終予算額が２億3,720万3,000円、支

出済額が11万7,425円、不用額は２億3,708

万5,575円でございます。

一番下の行の特別会計を含めました農政水産

部の合計では、最終予算額が595億1,670万9,670

円、支出済額は407億7,440万270円、翌年度への

繰越額は、先ほど一般会計と同額でございます。

不用額が43億2,632万4,436円となりました。執

行率は68.5％、繰越額を含めますと92.7％となっ

ております。

次に、決算141ページを御覧ください。

令和４年度農政水産部に係る監査では、５つ

の指摘項目におきまして、指摘事項が３件、注

意事項が４件、合計７件となっております。

また、お手元に配付されております、別冊の

令和４年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書にお

きまして１件の意見がありましたので、後ほど

監査結果報告における指摘事項の改善状況と併

せまして、関係課長から御説明いたします。

監査委員から御指摘等のありました内容につ

きましては、適正な事務処理が図られるよう指

導を徹底してまいります。

私からの説明は以上でありますが、各説明事

項の詳細につきまして、それぞれ担当課長が御

説明いたします。どうぞよろしくお願いいたし

ます。

○安田主査 部長の概要説明が終了いたしまし

た。

これより、農政企画課、農業物流ブランド課、

農業普及技術課、農産園芸課、畜産振興課、家

畜防疫対策課の審査を行います。

令和４年度の決算について各課の説明を求め

ます。

○原田農政企画課長 令和４年度決算特別委員

会資料の決算５ページを御覧ください。

農政企画課は一般会計のみで、表の一番上に

ありますように、最終予算額は24億8,233万8,000

円、支出済額は22億6,579万5,736円、翌年度へ

の明許繰越額は１億4,302万4,000円、不用額

は7,351万8,264円で、執行率は91.3％、繰越額
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を含めた執行率は97％でございます。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

資料の説明につきましては、右下のページ番

号を使用して説明させていただきますが、ペー

ジ番号前についている「決算」の文言について

は、省略してページ番号を使用させていただき

ます。

なお、この後、各課におきましても、同様の

説明とさせていただきます。

７ページを御覧ください。

各会計の目における不用額が100万円以上のも

の、または執行率が90％未満のものについて御

説明いたします。

まず、（目）農業総務費につきましては、右側

から３列目の欄、不用額が832万4,794円、執行

率が89.5％、翌年度繰越額を含めますと99.2％

であります。これは主に、事業実施主体による

入札等に伴う補助金の執行残のほか、需用費等

の事務費節減によるものでございます。

８ページを御覧ください。

（目）農業振興費につきましては、不用額が563

万7,838円であります。これは主に、「みやざき

の持続可能な農山村づくり支援事業」におきま

して、新型コロナの影響により先進地視察や研

修会が中止となったことや、農村型集落運営組

織「農村ＲＭＯ」への補助事業において、事業

計画の変更により、補助金の減額が生じたこと、

また、環境保全型農業直接支払交付金において、

堆肥の施用に当たり、土壌分析の結果、計画量

どおりに施用できなかったことから、交付実績

額が予定を下回ったこと等によるものでござい

ます。

９ページを御覧ください。

（目）植物防疫費につきましては、不用額

が2,597万7,673円、執行率が89.2％、翌年度繰

越額を含めますと96％でございます。これは主

に、「鳥獣に打ち勝つ魅力あふれる農山村づくり」

において、市町村の協議会が行う侵入防止柵の

整備等における入札残及び有害鳥獣の捕獲頭数

が計画を下回ったことによるものでございます。

11ページを御覧ください。

（目）共同利用施設災害復旧費につきまして

は、不用額が3,317万7,000円、執行率が48％で

ございます。これは、激甚災害で特別の補助率

かさ上げとなる告示地域が高千穂町のみであっ

たことなどから、補助金の執行残が生じたもの

でございます。

続きまして、主要施策の成果について、主な

取組を御説明をいたします。

12ページを御覧ください。

下段の表の新規事業「燃油等価格高騰緊急対

策情報発信」につきましては、農政水産部ホー

ムページ「ひなたＭＡＦｉＮ」において、物価

高騰に対する支援事業や対策技術などの情報を

生産者に迅速かつ着実に周知するとともに、消

費者への理解醸成と県産県消の促進を図ったと

ころでございます。

次に、14ページを御覧ください。

下段の表の新規事業「みやざきの持続可能な

農山村づくり支援」につきましては、中山間地

域において、農用地等の地域資源の保全・利用

や生活支援を集落住民が一体となって進める農

村型集落運営組織「農村ＲＭＯ」の形成支援や、

生産基盤を支える農作業受託組織が規模拡大を

行う取組への支援、さらには、地域の収益力向

上や関係人口の創出を図る目的で農泊支援を

図ったところでございます。
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15ページを御覧ください。

一番下の「中山間地域等直接支払交付金」に

つきましては、中山間地域において、集落協定

に基づく共同での水路や農道の維持管理などの

農業生産活動等を維持する活動を行う349の協定

に対して支援を行い、継続的な農業生産活動や

多面的機能の維持・確保、耕作放棄地の発生防

止を図ったところであります。

16ページを御覧ください。

「鳥獣に打ち勝つ魅力あふれる農山村づくり」

につきましては、鳥獣被害対策マイスターや地

域リーダーを育成するとともに、市町村の被害

防止計画に基づき、国庫事業を活用しながら、

地域が一体となった集落点検や侵入防止柵の設

置など、被害防止対策を推進したところであり

ます。

18ページを御覧ください。

下段の表の新規事業「農を核とした「みやざ

き新価値創造プロジェクト」推進」につきまし

ては、市町村と民間企業との官民連携による、

農業をテーマとした新たな地方創生の取組につ

いて、マッチング機会の創出や官民連携の実現

に向けたフォローアップを実施したところであ

ります。

以上が主要施策の成果の主な取組についてで

ございます。

最後に、監査における指摘事項について御説

明をいたします。

141ページを御覧ください。

指摘事項の４段目、（４）の財産（物品を除く）

の管理についてであります。

東臼杵農林振興局において、「行政財産の目的

外使用許可について、許可期限を大幅に経過し

た後に更新を行うなど許可事務の適当でないも

のがあった」との指摘がございました。

こちらにつきましては、行政財産目的外使用

許可台帳等を基に使用許可一覧を作成するとと

もに、許可の終期を担当内で共有し定期的に確

認することで、許可の更新状況を把握し、再発

防止に努めてまいります。

○大田農業流通ブランド課長 資料の５ページ

を御覧ください。

農業流通ブランド課は一般会計のみで、表の

２段目にありますように、最終予算額は11

億6,030万3,000円、支出済額は８億7,758万97円、

不用額は２億8,272万2,903円で、執行率は75.6

％となっております。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

20ページを御覧ください。

上から３段目になりますが、（目）農業総務費

につきましては、不用額が２億7,934万4,558円、

執行率は74.4％でございます。

不用額の主なものにつきましては、21ページ

を御覧ください。

上から２段目の負担金・補助及び交付金です

が、国の令和３年度補正予算である「食品産業

の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業」を、

令和３年度から令和４年度に繰り越して、水産

加工施設の整備を実施する予定でありましたが、

資材価格の高騰により工事費が当初の想定を大

幅に上回る見込みとなりました。このため、事

業実施主体である水産加工事業者から事業の取

下げがあり、繰り越した２億5,000万円が全額執

行残となっております。

また、コロナ対策として実施いたしました「県

産農畜水産物応援消費推進事業」において、学

校給食への食材提供を支援いたしましたが、学
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校で実施した食材調達に伴う入札の結果、食材

費が計画を下回ったことなどによるものです。

次に、（目）農業振興費につきましては、不用

額が313万8,125円でございます。これは、「地域

食資源高付加価値化推進事業」において、新型

コロナ感染症拡大に伴い、６次産業化を支援す

るプランナーの派遣回数が減ったことなどによ

るものです。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主な取組を御説明いたします。

23ページを御覧ください。

改善事業「信頼と情熱を未来につなぐ新たな

ブランド対策推進」では、多様化する消費や販

売ニーズに的確に対応し、消費者や実需者に選

ばれる宮崎ブランドを構築するため、県内外の

量販店や卸売市場でのイベント等において、知

事やＪＡ宮崎経済連会長等によるトップセール

スに取り組み、ブランド戦略の理解促進、相互

の信頼関係強化に取り組みました。

また、企業との連携によるブランド商品を使っ

た加工食品の開発に取り組むとともに、広報紙

やＳＮＳを通じて、ブランド対策の情報発信及

び理解醸成に取り組んでまいりました。

次に、24ページを御覧ください。

表の上の段の「みやざき食の安全・県産県消

推進」では、県内における食品表示の適正化を

図るための研修会や巡回調査を実施するととも

に、「みやざきの食と農を考える県民会議」の活

動等を通して、食育及び地産地消の推進に取り

組んでまいりました。

下の段の「県産農畜水産物応援消費推進」で

は、コロナ禍に伴う農畜水産業への影響を緩和

するため、地産地消応援消費対策として、学校

給食への本県農畜水産物の食材提供を延べ3,570

校に行いました。

また、販売拡大対策としまして、宮崎のひな

た農畜水産物お届けキャンペーンの実施により、

宮崎牛や完熟マンゴーの特別販売等の取組を支

援するとともに、県内外での消費拡大フェア等

の開催を支援いたしました。

次に、25ページを御覧ください。

表の上から３段目にあります「世界市場で稼

ぐ！輸出強化」では、輸出先国のニーズ等に対

応した産地づくりを進めるため、輸出向けの商

品開発や販路開拓等に取り組む団体に支援を行

いました。

また、県香港事務所等と連携したカンショや

キンカン等のプロモーションに取り組み、令和

４年度の農畜水産物の輸出額は、過去最高の

約112億円となっております。

26ページを御覧ください。

上から２段目の「地域食資源高付加価値化推

進」では、サポートセンターによる６次産業化

事業者の個別支援等に取り組むとともに、下の

段の改善事業「みやざきローカルフードプロジェ

クト（ＬＦＰ）強化」において、農林漁業者に

加え、加工や観光など多様な事業者の連携によ

る地域食資源を活用した新商品・新サービスの

開発の支援に取り組みました。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、該当ございません。

○蛯原農業普及技術課長 資料の５ページを御

覧ください。

農業普及技術課は一般会計のみで、表３段目

にありますとおり、最終予算額は49億6,089

万7,000円、支出済額は42億4,862万7,020円、翌

年度への明許繰越額は３億3,804万8,000円、不
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用額は３億7,422万1,980円で、執行率は85.6％、

繰越額を含めた執行率は92.5％となっておりま

す。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

30ページを御覧ください。

まず、（目）農業総務費につきましては、不用

額が423万535円でございます。主なものは、職

員の人件費のほか、試験研究に係る資材等の需

用費の執行残になります。

31ページを御覧ください。

（目）農業改良普及費につきましては、不用

額が1,189万8,424円でございます。主なものは、

需用費で、県内８普及センターでの庁舎管理等

に必要な電気料や燃料費などの執行実績が、見

込額を下回ったものであります。

32ページを御覧ください。

（目）農業振興費につきましては、不用額が447

万6,053円でございます。主なものは、負担金・

補助及び交付金で、農業制度資金において、貸

付金の繰上償還により、利子補給金に不用額が

生じたものであります。

33ページを御覧ください。

（目）農作物対策費につきましては、不用額

が３億3,659万1,168円、執行率は58.9％で、翌

年度繰越額を含めますと79.5％となっておりま

す。主なものは、負担金・補助及び交付金で、

「被覆資材等価格高騰対策緊急支援事業」にお

ける農業用資材の価格高騰分の一部補助におい

て、価格高騰を見据え、高騰前に資材を確保し

ていた農業者が多かったことに加え、事業実施

途中で再度価格が高騰した場合に対応できるよ

うに備えておりましたが、実際には価格が据え

置かれたことで補助金額が低く抑えられたこと

等により、実績が見込額を下回ったものであり

ます。

34ページを御覧ください。

（目）植物防疫費につきましては、不用額が815

万9,689円、執行率は88.4％であります。主なも

のは、次の35ページにあります負担金・補助及

び交付金で、「特殊病害虫侵入警戒調査対策事業」

におけるトマトキバガの蔓延防止を図る農薬散

布等の防除対策に対する補助において、トマト

キバガの発生状況が当初危惧されていた水準よ

りも低く推移したことから、蔓延の可能性が低

いと考えた事業取組者の事業の取下げ等により、

事業が見込額を下回ったものであります。

（目）総合農業試験場費につきましては、不

用額が872万5,359円であります。主なものは、36

ページにあります需用費で、総合農業試験場の

各支場等を含む５施設での庁舎管理に必要な電

気料や、試験研究等に必要となる燃料費等の執

行実績が見込額を下回ったものであります。

続きまして、主要施策の成果について、主な

取組を御説明いたします。

37ページを御覧ください。

「マーケット対応型産地競争力強化技術開発」

では、現場ニーズに対応した課題について、早

期に解決・普及を図るため、産地や企業と連携

した10課題の共同研究に取り組んだところであ

ります。

39ページを御覧ください。

一番下の「利子補給金・助成金」では、各種

農業制度資金への利子補給・利子助成を行い、

経営の維持・改善や規模拡大など、農業者の資

金繰りを支援しました。

このうち、農業近代化資金につきましては659

件、94億6,012万円について、利子補給の承認を
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行ったところです。

40ページを御覧ください。

１番目の新規事業「みやざき農業ＤＸスター

トアップ」では、施設園芸におけるデータ活用

に向けた人材育成として、普及指導員、ＪＡ営

農指導員等を対象に研修会を実施するとともに、

スマート農業技術の現地実証７事例に対して支

援しました。

最後の新規事業「農業セーフティネット対策

緊急強化」では、国の「セーフティネット構築

事業」に加入する際の、農家が負担する積立金

の一部を支援しました。

施設園芸では3,015戸、茶では81戸の加入があ

り、例えば重油では１リットル当たり２円から

６円を補助し、農家負担の軽減を図りました。

41ページを御覧ください。

下の新規事業「被覆資材等価格高騰対策緊急

支援」では、ビニールやマルチなど農業用被覆

資材の価格上昇分の一部を支援しました。

4,672戸の農家に対し、面積は、施設園芸用ビ

ニールが622ヘクタール、露地園芸用マルチ

が4,088ヘクタール、畜産のサイレージ用ラップ

が3,325ヘクタール、合計で8,035ヘクタールに

支援し、農家の負担の軽減を図りました。

42ページを御覧ください。

新規事業「肥料価格高騰対策支援」では、肥

料価格の高騰に伴い、国が価格上昇の７割を補

助する肥料価格高騰対策事業に対し、県が15％

の上乗せ助成を行いました。

令和４年６月以降購入分の秋肥について

は、6,464戸の農家に支援し負担軽減を図ったと

ころであり、令和４年11月から令和５年５月の

購入分の春肥については、予算を繰り越して、

引き続き支援を行っているところであります。

以上が主要施策の成果でございます。

次に、監査における指摘事項につきまして御

説明いたします。

141ページを御覧ください。

（３）、契約事務について、「農薬展示ほ設置

事業受託契約について、契約手続が大幅に遅れ

ていた」という指摘事項がありました。

改善措置として、定期的に進行管理表を作成

・確認することで業務の進捗管理を行うととも

に、起案時に進行管理表を添付することで、複

数職員による確認を行い、チェック体制を強化

することで、再発防止に努めてまいります。

次も同様に、契約事務について、「農薬適正使

用ホームページ作成等取扱業務委託について、

契約事務が大幅に遅れていた」という指摘事項

がありました。

改善措置として、ホームページ作成等、年度

当初から取扱業務契約を行う場合は、前年度中

から年度当初の契約に向け調整を行うとともに、

複数職員により進行管理やチェックを行い、適

正な事務処理に努めてまいります。

○黒木農産園芸課長 資料の５ページを御覧く

ださい。

農産園芸課は一般会計のみで、表の上から４

段目にありますように、最終予算額は35億6,544

万7,000円、支出済額20億9,744万7,073円、翌年

度への明許繰越額８億9,423万2,000円、不用額

５億7,376万7,927円で、執行率は58.8％、繰越

額を含めた執行率は83.9％でございます。

次に、決算事項明細書について御説明いたし

ます。

45ページを御覧ください。

（目）農作物対策費の不用額が５億7,371

万7,755円、執行率は56.6％、翌年度繰越額を含
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めますと83％でございます。不用額の主なもの

は、46ページの下から２段目、負担金・補助及

び交付金で、「産地パワーアップ計画支援」や「強

い産地づくり対策」において集出荷貯蔵施設や

ハウスなどの整備に係る事業実施主体での整備

事業費の入札残や事業取下げに伴うものでござ

います。

次に、主要施策の成果の主な取組を御説明い

たします。

48ページをお開きください。

「産地パワーアップ計画支援」でございます。

本事業では、産地収益力の向上を図るため、低

コスト耐候性ハウスの整備やＡＰハウス資材等

の導入について支援を行いました。

49ページを御覧ください。

「強い産地づくり対策」でございます。本事

業では、産地の競争力や加工・業務用野菜の供

給力を強化するため、集出荷貯蔵施設等の共同

利用施設の整備や、ハウスの強靭化対策として、

既存ハウスの補強や非常用電源設置等に対する

支援を行いました。

次の新規事業「被災産地営農継続緊急支援」

でございます。

台風14号により被害を受けた産地の営農継続

や復旧を図るため、栽培再開に向けた施設野菜

や露地野菜等のまき直しや植え替え、作物転換、

さらには被災した育苗施設や集出荷施設の復旧

に対して支援を行いました。

50ページを御覧ください。

一番上の新規事業「みやざき施設園芸省エネ

転換緊急対策」でございます。

施設園芸の燃油に依存した生産体系からの転

換を促進するため、電気を使用するヒートポン

プ93台に加え、暖房効率を高める機能性被覆資

材を283戸に導入するとともに、木質ペレットを

使用した暖房機を利用されている方の負担軽減

を図るため、ペレット708トンに対して、キロ当

たり５円の支援を行いました。

次に、新規事業「土地利用型農業産地再編・

強化対策」でございます。

大規模経営体間での話合い活動による課題解

決のため、レーザーレベラーの実証等を４地区、

トラクターの直進アシスト機能の追加など、ス

マート農業機械の整備に対し３件の支援を行い

ました。

次に、新規事業「稲作経営基盤強化対策」で

ございます。

稲作経営規模を拡大する大規模経営体や、飼

料用米の作付を拡大する経営体に対して、トラ

クターやコンバイン、田植機など、水稲栽培の

基幹作業に必要な機械の導入に対しまして、

計103件の支援を行いました。

52ページを御覧ください。

上の新規事業「持続可能な茶生産をめざす産

地再生支援」でございます。

産地一体となった売れる茶産地への転換を図

るため、有機茶やウーロン茶などの付加価値の

高い茶の生産を行う５集団に対して、除草機や

裾刈り機、製茶機械の導入などを支援するとと

もに、茶園の若返りによる優良産地を育成する

ため、中切りなどの茶園更新に対して支援を行

いました。

53ページを御覧ください。

一番下の新規事業「みやざきデジタル施設園

芸産地構築」でございます。

施設園芸における環境データなどを効率的に

活用することにより、高収量を上げる産地を確

立するため、ハウス内の温度や湿度などを測定
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する装置104台を生産者のハウスに設置するとと

もに、これらのデータを効率的に活用できる基

盤をクラウド上に構築し、産地全体の生産性向

上が可能となる仕組みづくりを行いました。

54ページを御覧ください。

下の新規事業「みやざきの優良種苗供給体制

構築」でございます。

里芋やカンショ、ライチの種苗生産において、

産地ニーズに対応した優良種苗の供給体制を確

立するため、生産・省力化の実証を２集団、２

団体に、生産の体制整備に係る検討などを２法

人にそれぞれ支援を行いました。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、該当ございません。

○水野畜産振興課長 資料の５ページを御覧く

ださい。

畜産振興課は一般会計のみで、下から３段目

にありますように、最終予算額は108億2,249

万8,000円、支出済額は67億2,636万7,233円、翌

年度への明許繰越額は26億7,165万2,000円、事

故繰越額は12億8,333万5,000円、不用額は１

億4,114万3,767円で、執行率は62.2％、繰越額

を含めた執行率は98.7％でございます。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

57ページを御覧ください。

中ほどの（目）畜産振興費につきましては、

不用額が１億3,962万2,539円、執行率が56.4％、

翌年度繰越額を含めますと98.5％であります。

これは主に、58ページの下から３段目の負担金

・補助金及び交付金で、「畜産競争力強化整備」、

いわゆる「畜産クラスター事業」の実施におけ

る入札残や、「畜産物輸出コンソーシアム推進対

策事業」において、鳥インフルエンザ発生の影

響によりまして事業の一部が実施できなかった

こと等による執行残であります。

続きまして、主要施策の成果について、主な

取組を御説明いたします。

61ページを御覧ください。

「畜産競争力強化整備」、いわゆる「畜産クラ

スター事業」では、畜産の生産性向上や規模拡

大に向け、畜舎や堆肥舎等の整備及び家畜の導

入を支援した結果、生産基盤の強化が図られ、

例えば県内の繁殖雌牛頭数等は増加しておりま

す。

続きまして、63ページを御覧ください。

一番上の改善事業「県産牛肉販売促進総合対

策」では、宮崎県県産牛肉の販売及び消費を拡

大するために、宮崎牛のＰＲや食育活動を実施

し、宮崎牛指定店の拡大及び県産牛肉ブランド

の向上に努めてまいりました。

なお、昨年10月以降は、全国和牛能力共進会

における、４大会連続での内閣総理大臣賞受賞

とともに、獲得しました「おいしさ日本一宮崎

牛」を冠にしまして、集中的かつ継続的なＰＲ

活動を展開しております。

次の改善事業「持続可能な魅力ある宮崎酪農

支援」では、本県酪農の持続的な生乳生産基盤

強化を図るため、宮崎県酪農公社において延べ23

万2,000頭の乳用育成牛の預託や、酪農家の生産

性向上に向けた牛群検定への加入促進を支援し

てまいりました。

また、酪農への理解醸成や、県産の牛乳・乳

製品の消費拡大を推進するため、食育活動等の

取組を支援しました。

64ページを御覧ください。

「牛・人・草が紡ぐひなたの畜産魅力アップ」
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では、スマート畜産技術の促進に向けた牛舎へ

の施設整備の支援を行うとともに、畜産経営魅

力アップへの取組として、酪農経営における乳

質向上に向けた検査・分析や、飼養環境の改善

に向けた取組を支援しますとともに、酪農・肉

用牛における経営・生産のデータベースを活用

した経営安定や技術向上に向けたコンサルタン

トの実施により、畜産経営の安定化を図ってま

いりました。

また、飼料生産の効率化促進に向け、コント

ラクター組織を対象とした耕畜連携に関する研

修会や現地調査等を実施してまいりました。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項については、

該当ございません。

○坂元家畜防疫対策課長 資料の５ページを御

覧ください。

家畜防疫対策課は一般会計のみで、下から２

段目にありますように、最終予算額は14億1,396

万円で、支出済額は５億199万4,989円、不用額

は９億1,196万5,011円、執行率は35.5％でござ

います。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

67ページを御覧ください。

当課におきましては、（目）家畜保健衛生費の

みでありまして、不用額及び執行率は、先ほど

御説明しましたとおりとなっております。

不用額の主なものといたしましては、「家畜防

疫体制整備」について、11月定例会において、

鳥インフルエンザの防疫措置に要する経費を増

額補正し、最大限の備えをしておりましたが、

想定よりも鳥インフルエンザの発生件数が少な

く、執行額が抑えられたことによるものであり

ます。

続きまして、主要施策の成果について、主な

取組を御説明いたします。

69ページを御覧ください。

「家畜防疫体制整備」につきましては、国内

の野鳥において高病原性鳥インフルエンザ感染

が確認されたこと、本県養鶏農場で本病が発生

したことを受け、令和４年10月27日から令和５

年５月31日までの期間において緊急消毒命令を

２度発令し、約900の養鶏農場に対し、合計約３

万7,000袋の消石灰を配付いたしました。また、

３例の本病発生に伴う防疫措置を実施いたしま

した。

「ＡＳＦ等重要疾病対策強化」についてであ

ります。ＡＳＦとは、アフリカ豚熱の略称であ

りまして、この事業はアフリカ豚熱のほか、現

在、国内で感染が広がっている豚熱などの重要

疾病の対策を行ったものです。

具体的には、国内での豚熱に関して、昨年度

は本州地域において、野生イノシシでの感染地

域が拡大していたことから、捕獲した野生イノ

シシの血液を用いた検査を実施し、県内への広

がりがないことを確認しました。

また、牛伝染性リンパ腫につきましても、家

畜保健衛生所で抗体検査を実施し、地域ぐるみ

の清浄化対策を支援いたしました。

70ページを御覧ください。

「みやざきの家畜防疫強靭化」につきまして

は、県内へのウイルス侵入防止対策をより強化

するため、水際団体が行う靴底消毒などに対し

て、消毒資材の購入支援を行うとともに、地域

防疫の核となります市町村自衛防疫推進協議会

が行う消毒巡回や防疫研修会といった自主的な

活動に対する支援や、防疫資材の導入支援を行
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いました。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、該当ございません。

○安田主査 執行部からの説明が終了しました。

委員の皆様からの質疑をお願いいたします。

○丸山委員 13ページのひなたＭＡＦｉＮにつ

いてお伺いします。閲覧数が令和４年度は令和

３年度の倍になったと書いてあるんですが、農

家に情報がしっかり伝わっていて本当に有効に

活用されているのかをお伺いします。

○原田農政企画課長 ひなたＭＡＦｉＮにつき

ましては、令和４年６月に、価格高騰対策の特

別ページを設置しました。それとともに、こち

らの事業で、そちらのページに誘導するような

様々な媒体を使った広告を行っております。そ

の結果、令和３年度に月平均で１万回ぐらいの

閲覧数だったのが、令和４年６月からは１

万5,000回を超える閲覧数になっているというこ

とで、情報を集約したページへある程度は誘導

できているのではないかと考えております。

○丸山委員 ひなたＭＡＦｉＮを農家の方が有

効に使われて、所得向上等につながったと理解

してよろしいでしょうか。

○原田農政企画課長 定量的な把握はしていな

いところでありますけれども、国と県で行いま

した様々な支援策につきまして、農家等が活用

している結果から見て、こういった情報も有効

に活用されたと考えております。

○丸山委員 若い農家は使っているでしょうけ

れども、高齢化が進んでいるので、全ての農家

の方が使ったかが心配です。

ひなたＭＡＦｉＮというＩＣＴを使った情報

発信は必要だと思っていますが、使われる方が

しっかり活用できるように、さらに努力してい

ただきたいと思います。

○今村委員 今の、ひなたＭＡＦｉＮに関連し

てなんですが、令和５年度も引き続き、この動

画・ＣＭ等を発信していく方向なんでしょうか。

○原田農政企画課長 令和５年度も引き続き特

設ページを設け、こちらのほうで国・県、それ

ぞれの支援策や技術情報などを集約的に周知し

ていこうと考えております。

○今村委員 ＣＭなども継続されるのでしょう

か。

○原田農政企画課長 ＣＭや新聞等の広告につ

きましては、昨年度の補正予算でさせていただ

いております。今年度につきましても予算をか

けて新聞等の広告等を出しております。ひなた

ＭＡＦｉＮへの誘導が、一定程度できていると

考えておりますので、広告を使って引き続き情

報発信を図っているところでございます。

○今村委員 情報の周知はすごく難しいと思い

ますが、引き続きお願いしたいと思います。

あと、16ページの鳥獣被害対策マイスターの

育成についてです。17ページの実績値を見ると、

今年度は被害総額が大分下がったということで、

効果があるのかなと思っているんですけれども、

令和５年度も引き続きリーダーの育成等に予算

等を充てていらっしゃるんでしょうか。

○梶原中山間農業振興室長 現場で鳥獣対策を

指導できる人材の育成が非常に鍵になってくる

と考えておりますので、今年度も同様に鳥獣被

害対策マイスターの育成に取り組んでまいりた

いと考えております。

○今村委員 成果として出てきますので、継続

して増やしていただければと思います。

○本田委員 12ページですが、このホームペー
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ジ、ラジオ、動画、新聞、ＬＥＤビジョンの内

訳が分かれば教えてください。

○原田農政企画課長 ラジオＣＭにつきまして

は、ＦＭ宮崎やＭＲＴラジオで136回行っており

ます。また、動画作成につきましては、ユーチュ

ーブに10本アップしております。また、新聞掲

載につきましては、７回のうち、宮崎日日新聞

が６回、夕刊デイリーが１回です。ＬＥＤビジョ

ンにつきましては、駅前のロータリーと一番街

で計１万7,736回放映しているところでございま

す。

○本田委員 金額的な内訳はいかがでしょうか。

○原田農政企画課長 こちらは先ほど申し上げ

ました様々な媒体を使った広告ということ

で、800万円で一括して委託しておりますので、

内訳については今手元にございません。

○本田委員 ひなたＭＡＦｉＮは分かりやすく

てよくできているなと感じたんですけれども、

結構漏れとか重複が多いような気がしています。

これは県のホームページ全体に言えると思うん

ですが、例えば、何に幾ら使っているかを具体

的にカウントしていただかないと、それが本当

に有効なのかどうかはよく分かりません。特に

ウェブページは日々見られる媒体ですので、う

まく活用していくのが重要だと思っていますが、

費用対効果を含めて今後しっかり検証いただけ

たらと思っています。

○日髙委員 14ページです。新規事業「みやざ

きの持続可能な農山村づくりの支援」というこ

とで、項目が３つ挙げてありますけれども、決

算額の2,423万5,000円の金額の内訳は分かりま

すか。

○梶原中山間農業振興室長 まず、「農村ＲＭＯ

育成支援事業」につきましては、決算額が917

万7,000円、「作業受託組織等育成強化」につき

ましては544万円、「農泊ビジネス創出」につき

ましては550万3,000円となっております。

○日髙委員 そうすると、この「農村ＲＭＯ育

成支援事業」に半分近くの予算が使われている

ということですよね。これは、農山村の地域の

農地保全とか、地域資源活用とか、生活支援に

関する課題に対応するためとなっていますが、

この１年間事業をされて地域の人たちからの受

けはどうだったのか。どう評価されているのか。

そして、これは来年度も予算を1.5倍ぐらいに増

やして措置されるということですけれども、今

後の課題を教えてください。

○梶原中山間農業振興室長 農村ＲＭＯ事業は、

現在、国のほうも新しい取組ということでモデ

ル的に実施してございますけれども、県内では

東米良地区で実施しております。実際、この事

業を活用して地域の方々が様々な新しいことに

取り組もうとされておりまして、地域の活力も

盛り上がってきているのかなと考えております。

具体的には、ジビエの取組ですとか、鳥獣の

取組、それから特産品であるユズの技術継承等

々、様々なことに取り組んでおりますけれども、

初年度ということで、これから３年間かけて取

り組んでいく道筋が見えてきた段階かなと思っ

ております。

新たに取り組もうと興味を持っている地区も

増えていますので、今年度以降もこういったと

ころをモデル事業として横展開していくことで、

様々な課題を抱える中山間地域の打開策の一つ

になればいいかなと考えております。

○日髙委員 東米良地区ということでしたが、

あそこはそういう組織がしっかりできていると

ころですよね。
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今年度の話ですが、予算額が1,000万円増えて

いますけれども、今年は何地区で実施する予定

ですか。

○梶原中山間農業振興室長 今年度は新たに１

地区、取組を進めたいというところが出てきて

おりまして、東米良地区と新規地区の合計２地

区で取り組む予定としております。

○日髙委員 これから先、こういった問題がど

んどん増えてくる地域がたくさん出てくると思

いますので、予算の獲得もですけれども、でき

れば継続的にしっかりと将来を見据えて頑張っ

ていただくことを要望します。

○丸山委員 17ページの鳥獣被害関係です。令

和４年度の被害額が少なくなったといっても、

２億4,800万円の目標に達していないということ

でした。被害が減ったところもあるけれども、

なかなか減らず、逆に増えたところなど、市町

村間のばらつきがあったのかどうか。

マイスターやリーダーの育成がうまくいって

いる地域と、うまくいっていない地域の差が出

てきているのかをお伺いします。

○梶原中山間農業振興室長 鳥獣被害ですけれ

ども、やはり市町村間でのばらつきがございま

す。これは育てている品目による要因が大きい

のかなと思っておりまして、人材の育成自体は

それぞれの市町村で非常に意欲的に取り組んで

いるんですけれども、人材育成のみで対応でき

るものではなくて、柵の整備、あるいは、集落

一帯として守っていけるか等々、いろいろな要

因があると考えております。

今年度も含めてですが、被害が大きいのは果

樹の被害でして、特に鳥による被害などは柵を

設置したり、追い払いをしたとしてもなかなか

被害が減らせないのが現状でございまして、こ

ういったところの対策を取っていくのが目標値

の達成に向けた一つの道筋と考えております。

○丸山委員 あと、このマイスターとリーダー

の育成目標に対して、令和４年度はどれくらい

の達成率だったのかを教えてください。

○梶原中山間農業振興室長 マイスターにつき

ましては、令和４年度の育成目標が30名であっ

たところ、69名の育成が図られたところであり

まして、目標は達成しております。

また、地域リーダーにつきましては、令和４

年度の育成目標210名に対して、133名でござい

ますけれども、こちらにつきましては、集落ご

とに手挙げ方式といいますか、参加される方が

いらっしゃれば育成していく形ですので、引き

続き、集落の方々にこういった取組への参加を

促すことで、目標の達成を図っていきたいと考

えております。

○丸山委員 中山間地域でいろいろな取組を

やっている中で、鳥獣被害は精神的なダメージ

が大きいと伺っているものですから、できるだ

け鳥獣被害対策が目標どおりに進むように、ぜ

ひ各市町村と連携しながら、またマイスターや

リーダーを育成できるようにしっかり頑張って

いただきたいと思っています。

○本田委員 13ページのひなたＭＡＦｉＮの件

ですけれども、令和４年度に33万件─これは

多分ビジター数だと思うんですが、これについ

ての評価をどう捉えていらっしゃるのかを教え

てください。

○原田農政企画課長 令和４年度33万件という

のは、令和３年度からの累計でございまして、

年間の内訳でいきますと、令和３年度が12万件、

令和４年度が21万件ということで、令和３年度

から４年度にかけて1.5倍ほどに閲覧数が増えて
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いるような形でございます。

この回数が多ければ多いほど、情報が広く周

知されるということですので、回数はどんどん

増やしていこうと考えておりますけれども、対

策を打って成果が出ているところについては、

一定程度の効果が出ているのではないかと考え

ているところでございます。

○本田委員 宮崎県のホームページの月の訪問

者数が50万件ぐらいになっています。鹿児島県

はその倍近くあるんですけれども、この33万件

が果たしてそれと比較したときにいいのかどう

かなんですが、その辺はどう捉えていらっしゃ

るんでしょうか。

○原田農政企画課長 県全体のホームページへ

の閲覧数等から比べますと、確かに少ないとこ

ろはあるかもしれませんけれども、情報自体が

農業分野に特化した形でやっているというとこ

ろもございます。観光や特産品といった部分で

全体の訪問者数は多いのかもしれませんが、農

業分野に関して累計33万件あることについては、

もちろんこれで満足はしておりませんけれども、

一定程度の効果は出ていると考えているところ

でございます。

○本田委員 この辺を検証していかないと費用

対効果が見えないような気がするので、今後の

取組の中でしっかり検証していただくよう要望

しておきたいと思います。

○黒岩委員 23ページですけれども、トップセ

ールスやＳＮＳの発信といったところが入って

おりまして、ブランド化は非常に大切なことだ

と思っておりますけれども、この事業に関して

の成果指標は持っていらっしゃるのでしょうか。

全体的な指標は、輸出額の増加とかいろいろ

ありますが、今年はこれぐらいまで持っていこ

うとか、何か個別の指標があるのかどうか教え

てください。

○大田農業流通ブランド課長 「みやざきブラ

ンドの対策」につきまして、この事業単体で個

別の目標を設定しているわけではございません。

ほかにもブランド関係の事業がありますので、

その成果として、いわゆるブランド品が普通の

ものより単価が高いとか取扱量が増えていると

いうような部分については、調査等をかけてい

きたいと考えておりますが、個別の事業で一つ

一つについての成果目標を掲げているわけでは

ございません。

○黒岩委員 おっしゃるとおりでございまして、

できましたら中長期的に農林水産物の単価のど

こがどうなのか、単純な比較は難しいと思うん

ですけれども、そういったところも機会があれ

ばお示ししていただきたいなと思います。

続けて、24ページの学校給食への食材提供に

ついてですが、まず、どういったものを提供さ

れていらっしゃるのか。これは地域の要望に応

じた食材を提供されているのかをお聞かせいた

だきたいと思います。

○大田農業流通ブランド課長 本事業につきま

しては、新型コロナの臨時交付金を活用して昨

年度実施したものでございます。

食材につきましては、県産牛肉、みやざき地

頭鶏、水産物関係の提供を行っているところで

ございまして、学校給食会や学校と調整した上

で提供を行っております。

○黒岩委員 学校給食会との調整ですけれども、

逆に生産団体からこれを消費してくれといった

要望はなかったんでしょうか。

○大田農業流通ブランド課長 この事業につき

ましては、新型コロナに伴う畜産物、水産物等
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の滞留を解消するのが最初の目的でございまし

た。その滞留を解消するために学校給食への食

材提供という取組を進めておりましたので、も

ちろん、委員がおっしゃるとおり、現場の困っ

ている食材等の提供をしているところでござい

ます。

○黒岩委員 特に、私は日南市出身ですから、

例えばカツオを県南地区の学校だけではなくて、

山間部を含めた県内全域の学校で食べていただ

きたい。各学校給食会の手挙げ方式だと思うん

ですけれども、そういったところはいろいろと

御配慮もお願いしたいと思います。

○丸山委員 関連で、子供たちはどんな感想だっ

たのか、情報が入っていれば教えてください。

○大田農業流通ブランド課長 学校の生徒、栄

養教諭の皆様からの声につきましては、我々が

直接聞いたわけではないんですが、学校給食会

が出している会報等で、応援消費に取り組んだ、

学校給食に食材を提供したということで、食に

関する関心が高まったとか、そういう話題が非

常に多くなったと聞いております。また、食材

を提供する際に、校内放送等で食材の概要とか

中身を放送して、食への関心を高めるような取

組を併せて行ったところでございます。

○丸山委員 学校給食は１食200円というのが

あって、地元の牛肉とかは使えなくてなかなか

地産地消するのが難しいんですが、いい食材を

給食で１回試したことによって、どんな形にす

れば今後給食で提供できるのかとか、しっかり

ここで検証してほしいと思っているんです。

国の異次元の少子化対策の中にもこういう予

算が入ってくる可能性があるものですから、本

当に続けられるのかここでしっかり検証してい

ただきたいと思っています。

恐らく他県でも同じようなことをやっている

んじゃないかなと思いますが、地産地消して日

本の食料自給率を上げていくことにつなげてい

かないといけません。

恐らく年間に数食しか学校給食への食材提供

はやっていないと思いますが、それでは意味が

ありません。小さい頃から食育をして、地産地

消にしっかりつなげていくべきチャンスだと思

いますので、検証をしっかりしていただきたい

と思っています。何かコメントがあればお伺い

します。

○大田農業流通ブランド課長 委員の御指摘の

とおりだと思っております。

この事業につきましては、コロナの臨時交付

金ということで、昨年度で終了しているんです

が、通常の活動の中で、ひむか地産地消交流給

食会というものを開催しております。これは学

校給食会等がやるんですが、生産者であったり、

児童、保護者、栄養教諭、関係者が一堂に会し

て、こういう食材を給食に提供できないかとか、

県産食材を生産者が展示して、こういうものを

活用できないかというようなのを年に３～４回

開催しております。こういう取組を通じて、引

き続き、効果が上がるように進めていきたいと

考えております。

○丸山委員 26ページに「ポストコロナの消費

者ニーズに対応した新商品・新サービスの開発

支援」が７件とあったんですが、具体的には、

これでどんなものが支援できて、これでどうい

う産品ができて、流通がどんどん広まっている

のか。そのことでポストコロナにしっかり対応

できるようになっているのかを含めて教えてく

ださい。

○大田農業流通ブランド課長 ローカルフード
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プロジェクトにつきましては、令和３年度から

取組を開始しているところでございます。現

在、26ページにございますとおり、生産者、加

工事業者、商社系を含めて190者が昨年度末まで

に加盟しているところでございます。その中で、

こういう取組をしてみたいという方々をワーク

ショップで集めて、プロジェクトをつくってい

ただいて、申請をしてきた方に対して支援を行っ

たところでございます。

７件のうち、主なものとしては、「ふわり点心

開発プロジェクト」というのがございまして、

県産米粉とかフードロス食品を活用した「ふわ

り点心」の開発と販路の開拓、また、北浦の魚

の協議会のほうでは、未利用魚肉を原料とした

フィッシュミートを活用したハンバーガー用の

パテやナゲットソーセージの開発などに取り組

んでいるところでございます。

委員から御指摘がありましたように、開発は

１年目で何とかできたけれども、販路について

は今から開拓していくような取組がまだまだ多

くございます。このプロジェクトについては、

我々もやりっ放しではなく、アフターフォロー

をした上できちんと販売、そして所得の確保に

つながるように支援していきたいと考えており

ます。

○本田委員 今の、令和３年度から取り組まれ

ているＬＦＰについてなんですけれども、入会

者数の推移が分かれば教えてください。

○大田農業流通ブランド課長 令和３年度が113

事業者です。令和４年度は、ここに書いてあり

ます190事業者、そして、令和５年８月末現在

で234事業者となっております。

○本田委員 今年度も昨年度以上の予算を確保

されていて、私としては大変期待している事業

です。昨日も東京の業者の方とお話をしていて、

すごく期待されているところもあったので、今

年度もぜひ頑張っていただきたいと思います。

○黒岩委員 40ページの「みやざき農業ＤＸス

タートアップ」ですけれども、施設園芸におけ

るデータ活用に向けた研修会とか現地実証をさ

れているようですが、一方で、また別の課にな

りますけれども、53ページにも「みやざきデジ

タル施設園芸産地構築」という事業があります。

研修とか学習を40ページの事業でやっていて、

その後の導入は53ページの事業でやっていると

理解してよろしいでしょうか。

○蛯原農業普及技術課長 今、委員からお話が

ありましたとおり、40ページの当課の事業につ

きましては、研修会や現地での実証を中心に行

いまして、具体的な事業の導入については農産

園芸課の事業で行うことになっております。

○黒岩委員 ということは、この２つの事業は

導入につながっていくように２つの課で連携が

しっかり取れていると理解していいでしょうか。

○蛯原農業普及技術課長 連携は取れておりま

す。例えば、40ページに示しました研修会にお

きましては、昨年はハウスの環境制御技術と植

物生理についてであるとか、ハウスの環境測定

のデータ─温度、湿度、二酸化炭素などの分

析の仕方について、普及指導員やＪＡの指導員

が学習したということになっております。

○黒岩委員 スマート農業は非常に大事なこと

だと思うんですけれども、関心を示されない方

も多いものですから、まずは導入部分の研修や

実証をしっかりとやっていただいて、さらなる

普及が図られるようにお願いしたいと思います。

○丸山委員 同じく40ページの「農業セーフティ

ネット対策緊急強化」ですが、施設園芸が3,015
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戸、茶が81戸と書いてあるんですが、これは全

ての農家が入っている金額なのか。

まだ入っておらず支援ができなかった農家が

あったのかを教えてください。

○蛯原農業普及技術課長 施設園芸の3,015戸に

つきましては、2020年の農林業センサスでは施

設園芸農家の数は4,121戸ですので、比較する

と73％の方が加入したことにはなりますが、先

ほど言いました施設園芸の4,121戸につきまして

は、加温装置のないハウスの方もいらっしゃい

ますので、単純には比較できないところです。

なお、お茶については、県の調べによります

と、令和４年は435戸の生産農家がありますが、

お茶農家の多くは茶葉のみの生産を行う農家で、

お茶の加工まで行う農家が一部に限られており

ますので、81戸、２割程度の方ということにな

ります。

○丸山委員 今の説明は、全部の農家が燃油を

使っているわけではないので、100％対応できた

かは分からないけれども、ほぼ対応できたと理

解してよろしいんでしょうか。

○蛯原農業普及技術課長 全体が何戸かという

のは分からないんですけれども、今年度の施設

園芸につきましては、今、申請を受け付けたと

ころで、3,000戸弱ですので、大体行き渡ってい

るのではないかと認識しております。

○丸山委員 同じように、41ページの「被覆資

材等価格高騰対策緊急支援」、4,672戸と書いて

あるんですが、ほとんどの農家がうまく手続を

済ませられたと認識していいのか。ひょっとし

たら事務手続が煩雑だからできないということ

もあったのか。どのように認識していますか。

○蛯原農業普及技術課長 この4,672戸につきま

しては、園芸用ビニールも内張りとか外張りと

かいろんなビニールがありますので、延べの個

数になっております。

昨年度、面積当たりの単価を設定して申請を

受け付けておりましたが─今年度事業で今ま

さに申請を受け付けているところではあります

が─今年度は支払いの金額が分かるものをベ

ースに申請を受け付けることにしておりますの

で、昨年度よりは多くの方に申請していただけ

るものと考えております。

○丸山委員 今回、６月補正のときにも大分手

続しやすくしてもらったということを聞いてい

ますので、これは堆肥も一緒だと思いますから、

昨年度支援していたものを検証して、できるだ

け農家が申請しやすいように引き続き努力して

いただきたいと思っております。

○蛯原農業普及技術課長 周知につきましては、

２年目の事業ということもあり、今年度も十分

周知しております。

研修会等を通しての農業者への周知であると

か、ＪＡなどの資材販売業者から農業者へ直接

呼びかけるなど、できる限り手を挙げる方を多

くしたいと思っております。

○日髙委員 この4,672戸について、事業が始ま

る前に購入した人が云々といった説明が先ほど

ありましたが、そこをもう一回説明してもらえ

ますか。

○蛯原農業普及技術課長 昨年度の事業につき

ましては、６月からの事業になっております。

資材につきまして６月から価格が高騰しており

ますので、高騰する前の５月までの時点で資材

を買い込んだ農家の方が多いというのが一つあ

ります。

○日髙委員 価格が上がる前に買われた方は、

対象外にされたということですね。
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○蛯原農業普及技術課長 ６月以降の事業とい

うことで、それ以降に導入が確認できるものを

対象にいたしました。

○日髙委員 農家の皆さんからは、そのことに

対する不満とかはなかったんでしょうか。その

辺をどういうふうにクリアされていたのか。例

えば、4,672戸とありますけれども、これは申請

して却下されたものがあるのかどうか。

○蛯原農業普及技術課長 この事業につきまし

ては、価格高騰前から価格高騰した後の差額に

ついて２分の１程度の補助ということで、面積

当たりの単価を設定いたしました。ですので、

価格高騰前に買った方につきましては価格高騰

していないということで、不利益になったとは

考えてはおりません。

ただ、ずっと価格の高騰は続いておりますの

で、今年度の事業につきましては４月からの導

入分を対象としております。

○日髙委員 ６月からの申請というのは、国の

制度上そういうことになっていたわけですか。

○蛯原農業普及技術課長 昨年度の事業につき

ましては、６月補正の予算成立後ということに

いたしました。しかし、今年度の事業につきま

しては、４月から対象ということにしておりま

す。

○日髙委員 環境森林部の事業で、冷蔵庫やク

ーラーの補助に関して、補正予算が成立した後

から補助の対象にするというものがありました

が、準備があるから受付は９月頃からになると

いう説明だったんです。

ただ、９月だったらクーラーが必要な夏場は

もう終わっているじゃないですか。そこで、い

ろいろ話をしてみましたら、予算が成立した時

点から対象にしますということで、９月からの

申請を７月に前倒ししていただいたこともあっ

たんです。

今言われたのは、国の制度上の問題だから、

仕方ないと思いますけれども、この事業につい

ては、農家の方をこれからもいろんな形で支援

していかなくちゃいけないと思いますので、申

請の期間はできるだけうまく見てもらうように

要望しておきたいと思います。

○蛯原農業普及技術課長 41ページの被覆資材

の事業につきましては、国の事業ではなくて、

県の事業になります。

○今村委員 38ページの「農業で「稼ぐ」経営

力強化」に関してですけれども、ここに書いて

ある実績は、令和４年度単年度の実績になるん

でしょうか。

○蛯原農業普及技術課長 ここに書いてある数

字は令和４年度の数字になります。

○今村委員 経営改善は長期的に見ないといけ

ない部分もあるとは思うんですけれども、経営

改善に結びつくような傾向が見られたという話

が現場から出てきているのかを教えてください。

○蛯原農業普及技術課長 令和４年度のこの取

組につきましては、ここに３つ事例を挙げてお

りますが、その中でも経営コンサルティングに

ついては197件実施しております。令和３年度の

段階では40件しかしていなかったんですけれど

も、令和４年度につきましては、通常のコンサ

ルを簡易化しまして、３か年の青色申告の数字

と現地調査を組み合わせて、たくさんの方を支

援しようということで、この部分のコンサルの

数を増やして194件となっております。

なお、「経営健康診断によるモニタリング」と

ありますが、これは３か年の青色申告の数字か

ら収入、経費、所得を比較しまして、それを個
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人個人の農家に返すというものであります。こ

の6,241経営体でありますが、農業経営者組織協

議会全体で6,800人おりますので、約９割の方の

青色申告の数字をモニタリングして比較したも

のを返したということになります。

この経営支援については、なかなか１回で成

果が出るというものではないと思うのですが、

継続して続けることで成果が出てくればと考え

ております。

○黒岩委員 49ページの「強い産地づくり対策」

ですけれども、件数や決算額等も少なく、大部

分が繰越しとなっていますが、もう一度、ここ

の説明をお願いします。

○黒木農産園芸課長 49ページの「強い産地づ

くり対策」についてでございます。不用額につ

きましては、令和４年度が311万円、令和３年度

からの繰越しが１億2,000万円余となっておりま

して、前年度から繰越しをした水稲の育苗施設

が２件ございますが、この入札残が１億円余と

なっております。

○黒岩委員 この実績の件数が１件とか２件と

かになっていて少ないなという感じがするんで

すが、これは大体こんなものなんでしょうか。

○黒木農産園芸課長 「強い産地づくり対策」

につきましては、国の強い農業づくり交付金で

ございまして、主に集出荷施設とか育苗施設、

もしくはハウスの団地とか、地域の核になるよ

うな基幹施設を整備するものでございます。各

地域で大型プロジェクトが毎年たくさんあるわ

けではありませんので、件数につきましては大

体このぐらいの規模ということです。ただ、今

年度につきましては、大型プロジェクトも増え

ておりまして、野菜の集出荷施設などの整備を

計画的に進めているところでございます。

○丸山委員 先ほど、水産関係の加工施設を取

りやめたという報告があったんですが、「産地パ

ワーアップ計画支援」とか、「強い産地づくり対

策」でも、資材価格が上がって手が挙がりづら

くなっていた事例があったのか。もしくは、申

請していたがやめてしまった事例もあったのか、

実態を教えてください。

○黒木農産園芸課長 資料の48ページが、委員

から御指摘のあった「産地パワーアップ計画支

援」でございます。「産地パワーアップ計画支援」

につきましてはＴＰＰ対策でできた事業でござ

いまして、産地の生産力を維持・拡大するため

の事業であります。具体的には、施設園芸用ハ

ウスの支援や農業機械のリースへの支援、さら

には集出荷施設等の共同利用施設についても整

備ができることになっております。

この中で、ハウスの整備につきましては、近

年の物価上昇でコストが３割ぐらい上がってい

る状況にございます。コストが上がった分のハ

ウスの設置をちゅうちょされた方がいらっしゃ

るというお話は伺っておりますが、今のところ、

ここに上がっておりますように、何とか支援が

できているような状況です。

また、集出荷施設につきましては、令和４年

度の決算の中において、取りやめたものはござ

いませんでした。ただ、令和５年度につきまし

ては、資材高騰等がありまして、取下げの事例

が１件発生しております。

○丸山委員 今後、基本法が改正されて、コス

トを価格に反映できるようになってほしいと

思っておりますが、ぜひ、「産地パワーアップ計

画支援」をうまく活用していただいて、コスト

アップ部分がしっかり価格に反映できるように、

いろいろな団体と努力していただくようお願い
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します。

63ページの改善事業「県産牛肉販売促進総合

対策」についてです。全国和牛能力共進会で４

連覇できて、おいしさを前面に出してＰＲをさ

れたということですが、そのことについて、畜

産関係の方々は「おいしさ日本一の宮崎牛」と

いうのを分かっているけれども、一般の方々は

そこまで本当に分かっているのかが心配です。

今年も枝肉価格や子牛価格が非常に厳しくなっ

ていますが、おいしさのＰＲ促進がどの辺まで

浸透していると感じられたのか。また、具体的

にどういう活動をされたのかを教えてください。

○水野畜産振興課長 おいしさにつきましては、

まだまだ認知度が足りないかなと思っています。

東京、大阪、福岡の県産品の認知度調査の中で、

宮崎牛自体につきましては令和５年３月時点

で77.5％の認知度がありますけれども、「おいし

さ日本一の宮崎牛」についてはまだ22.8％の認

知度でございました。

全国和牛能力共進会で獲得した「おいしさ日

本一」という言葉を冠にＰＲを続けております

ので、今後、成果がどう出てくるのかは、今年

度３月の結果を見たいと思っております。

○丸山委員 全国和牛能力共進会で４連覇し、

特に「おいしさ日本一」という新しい称号を取

れたのは、宮崎県にとっては非常に大きな武器

になっていると思います。ぜひおいしさを多く

の国民の方々、そして世界の方々に知っていた

だいて、インバウンドや輸出に関しても「食べ

るんだったら宮崎牛だよね」となるように、今

後とも努力していただきたいと思っております。

○野﨑委員 69ページのＡＳＦ対策ですけれど

も、2018年ぐらいから中国と韓国で発生してき

て、国内も水際で何事例かあったんですが、こ

こ数年は新型コロナの影響で海外から来る方が

いなかったので、安心していた部分もあったと

思います。でも、口蹄疫が今年５月に韓国で発

生し、結構緊張感があるんですけれども、昨年

度の取組について詳しく御説明してください。

○坂元家畜防疫対策課長 水際防疫対策につい

ては、海外での口蹄疫やアフリカ豚熱発生等を

踏まえて、非常に危機感を持って取り組んでお

ります。

例えば、宮崎空港では、靴底消毒を委託契約

して継続して実施しておりますし、また、「みや

ざきの家畜防疫強靭化事業」で水際防疫団体

─宮崎カーフェリー、ゴルフ経営者協議会、

ホテル・旅館協同組合のほうに靴底消毒に係る

消毒薬やマットの支援を行っているところでご

ざいます。

また、昨年度は水際防疫キャンペーンとして、

動物検疫所と連携したキャンペーンを養豚関係

団体の方と一緒に実施したところでございます。

○野﨑委員 昨年度も緊張感がずっとあったと

思いますが、今年にかけてもインバウンド等が

非常に増えて、海外との交流人口も増えますか

ら、今年度もしっかり強化していただきたいと

思っています。

○坂元家畜防疫対策課長 引き続き、しっかり

と水際防疫対策を実施していきたいと考えてお

りますし、９月にアシアナ航空の就航を再開し

ておりますので、10月には水際防疫キャンペー

ンということで動物検疫所、また、養豚関係団

体の方とキャンペーンを実施する予定でござい

ます。

○丸山委員 昨年は採卵鶏での鳥インフルエン

ザの発生が多かったですが、採卵鶏はウインド

レスの鶏舎でしっかり防疫しているはずなのに、
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何十万羽規模の殺処分がされました。

ウインドレスの鶏舎だったらほとんどウイル

スが入らないというイメージを持っているんで

すが、昨年度発生した鳥インフルエンザが特に

採卵鶏で多かったことについて、国の検証はど

のようにされているのかを教えてください。

○坂元家畜防疫対策課長 昨シーズン、国内で26

道県、84事例、発生しまして、その多くが採卵

鶏、また、大規模な養鶏場だったということで

ございます。

国が疫学調査を実施しておりますが、その中

にはウインドレスを含めた採卵鶏農場で侵入防

止対策に不備があった農場もあったということ

で、人の出入りや野生動物の侵入防止対策を引

き続き徹底する必要があるということが報告さ

れております。我々も、そこは一つ一つ丁寧に

指導していきたいと考えているところです。

○丸山委員 指導もしながら何が悪かったとい

う検証をして、畜産農家にしっかり伝えていっ

ていただきたいなと思っております。

あと、次の下のほうに書いてあります「地域

ぐるみの牛伝染性リンパ腫清浄化対策支援」で

すが、今、どれくらい取組が進んでいて、しっ

かり対応ができているのかを教えてください。

○坂元家畜防疫対策課長 牛伝染性リンパ腫の

取組ですけれども、2010年の口蹄疫以降、地域

を主体とした取組として広がっております。

まず、尾鈴地区のほうで取組が始まり、その

後、西臼杵、中部、また、西諸、東臼杵、南那

珂、現在では県全域で地域が主体となって取り

組んでおりまして、それに対して、検査の支援

だったり、宮崎大学のほうで検査を実施してい

るものに対する補助を行っているところでござ

います。

○丸山委員 これは口蹄疫終息後にウイルスフ

リー─ウイルスが入っていない地域を、特に

児湯を中心にやっていったけれども、全県下で

もやろうとしたときに問題だったのは、感染し

た雌牛をどうやって隔離して、それをいかに早

く肥育のほうに回していって少なくするかとい

うことだったと認識しているんですが、今の現

状で抗体陽性牛の早期淘汰が100％ではなくて、

難しい面もあると思っているんですが、令和４

年度は現状でどういうところを改善して地域ぐ

るみで進んでいるのかを具体的に教えてくださ

い。

○坂元家畜防疫対策課長 委員のお話にあった

ように、抗体陽性牛の早期淘汰というのが指導

の一つではあるんですが、経済動物でもありま

すし、いかに横うつりさせないかというところ

を指導しているところでございます。これまで

地域で対策に取り組んでいる中で、いろいろ知

見が出てきておりますので、そういったところ

を地域の獣医師とか団体等と協議しながら進め

ているところでございます。

○丸山委員 できるだけ早期に清浄化できるよ

うに、地域と連携しながらやっていただきたい

と思っております。

それから、70ページに獣医師確保に向けた事

業が出ているんですが、本当に難しい現状だと

思っています。獣医師確保に向け、令和３年度

から令和４年度は何が変わったのか教えてくだ

さい。

○坂元家畜防疫対策課長 獣医師確保も非常に

難しい状況ではあるんですが、これも継続して

取組を進めていく必要があると考えております。

ここに書いてある取組につきましては、2010

年の口蹄疫のときに家畜保健衛生所の獣医師職
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員が足りないという話があって、継続して取り

組んでいるものでございます。

令和３年まで、コロナの影響によって大学で

の就職説明会ができなくてウェブでの説明会し

か開催できなかったり、あるいはインターンシッ

プについても受入れができないということがあ

りました。昨年度は就職説明会もウェブだけで

なく、対面での開催も復活したり、インターン

シップについても希望される学生に対しては積

極的に受入れをしているところでございます。

そういったことで引き続き取り組んでまいりた

いと考えております。

○丸山委員 獣医師確保というのは県にとって

の大きな課題ですので、ぜひ、全力で取り組ん

でいただくようにお願いします。

○安田主査 ほかに何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 それでは、以上をもって、農政企

画課、農業流通ブランド課、農業普及技術課、

農産園芸課、畜産振興課、家畜防疫対策課の審

査を終了いたします。

暫時休憩をいたします。

午前11時46分休憩

午後０時56分再開

○安田主査 分科会を再開いたします。

これより農村計画課、農村整備課、担い手農

地対策課、水産政策課、漁業管理課の審査を行

います。

令和４年度決算について各課の説明を求めま

す。

○鳥浦農村計画課長 令和４年度決算特別委員

会資料の５ページを御覧ください。

農村計画課は、一般会計のみで、表の一番下

にありますように、最終予算額は29億7,670

万9,000円、支出済額は25億6,198万5,937円、翌

年度の明許繰越額は４億700万6,500円、不用額

は771万6,563円、執行率は86.1％、繰越額を含

めた執行率は99.7％でございます。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

72ページを御覧ください。

（目）農業総務費の不用額が165万2,631円で

あります。不用額の主なものは、下から４段目

の委託料であり、これは、「公共工事品質確保強

化事業」において、台風第14号の影響により、

西臼杵、東臼杵等で予定していた工事点検回数

が減少したことなどによるものであります。

次に、73ページを御覧ください。

（目）農地総務費の執行率は73.6％で、翌年

度繰越額を含めますと99.9％であります。

次に、74ページを御覧ください。

（目）土地改良費の不用額が481万4,071円で

あります。

75ページを御覧ください。

不用額の主なものは、上から４段目の需用費

の節約によるもののほか、下から２段目の負担

金・補助及び交付金において、国営土地改良事

業負担金が確定したことなどによるものであり

ます。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主な取組を御説明いたします。

76ページを御覧ください。

「地籍調査」につきましては、宮崎市のほか12

の市町村及び南那珂森林組合において、40平方

キロメートルの調査を実施し、その結果、令和

４年度末の進捗率は72.9％となり、美郷町が新

たに全域完了をいたしました。
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次に、78ページを御覧ください。

「土地改良事業負担金」につきましては、国

営土地改良事業に係る県の負担金であり、８地

区で執行いたしました。

79ページを御覧ください。

２段目の「畑かん活用農業経営体チャレンジ

支援」につきましては、農業者等を対象とした

畑かん営農に係る研修会等を開催して、その技

術の普及促進を図るとともに、スプリンクラー

や散水チューブなどによる散水状況の動画を作

成し、ホームページに掲載するなどして、畑か

ん効果のＰＲに取り組みました。

下の「簡易基盤整備加速化」につきましては、

畦畔除去等による簡易基盤整備の推進を図るた

め、２地区で事業採択に向けた整備計画策定を

支援したほか、農家や農業法人など向けにＰＲ

資料を作成し、支援策の周知を図りました。

以上が、主要施策の成果でございます。

なお、監査における指摘事項につきましては、

該当ございません。

○城ヶ﨑農村整備課長 資料の６ページを御覧

ください。

農村整備課は一般会計のみで一番上にありま

すとおり、最終予算額は199億4,855万4,110円、

支出済額は122億5,208万3,048円、翌年度への明

許繰越額は60億3,346万9,664円、事故繰越額は

６億3,305万1,880円、不用額は10億2,994万9,518

円で、執行率は61.4％。繰越額を含めた執行率

は94.8％でございます。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

81ページを御覧ください。

（目）農業振興費でございます。執行率は81.9

％、翌年度繰越額を含めますと99.9％でありま

す。

82ページを御覧ください。

（目）農地総務費につきましては、不用額

が2,572万8,993円であります。これは、県単独

費で支出を予定していた人件費の一部を、補助

公共事務費に振り替えたことによるものであり

ます。

83ページを御覧ください。

（目）土地改良費につきましては、不用額が265

万2,680円、執行率は61.8％で、翌年度繰越額を

含めますと、99.9％であります。主な不用額は、

次の84ページにあります負担金・補助及び交付

金で、これは、「農業水利施設電気料金高騰対策

緊急支援」において、土地改良区等に対して、

農業水利施設に係る電気料金高騰分の一部を支

援したものでありますが、実績額が予定を下回っ

たことに伴うものでございます。

（目）農地防災事業費につきましては、不用

額が3,254万6,000円、執行率は59.3％で、翌年

度繰越額を含めますと99.2％であります。これ

は、「農業用河川工作物応急対策」において、頭

首工本体の工事が年度内に完了することが困難

となったため、事業費を減額したものでありま

す。

86ページを御覧ください。

（目）耕地災害復旧費につきましては、不用

額が９億6,872万7,000円、執行率は33.6％で、

翌年度繰越額を含めますと56.4％であります。

不用額の理由といたしましては、災害復旧に係

る国の予算措置が次年度以降になったことによ

るものであります。

続きまして、主要施策の成果につきましては、

主な取組を御説明いたします。

88ページを御覧ください。
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「多面的機能支払交付金」につきましては、

農地周りの草刈りなど基礎的な活動を行う農地

維持支払において444組織に対し支援し、制度の

取組面積は２万6,308ヘクタールであり、農業・

農村の有する多面的機能の維持・発揮が図られ

ました。

89ページを御覧ください。

一番上の新規事業「農業水利施設電気料金高

騰対策緊急支援」につきましては、土地改良区

等の37団体に対して、農業水利施設に係る電気

料金高騰分の一部を支援いたしました。

90ページを御覧ください。

下の「県営畑地帯総合整備」につきましては、

三股町の高才第１地区ほか45地区において、国

営関連事業として畑地かんがい施設などの整備

を行いました。

91ページを御覧ください。

上の「県営経営体育成基盤整備」につきまし

ては、宮崎市の村内地区ほか16地区において水

田の区画整理などを行いました。

92ページを御覧ください。

「県営広域営農団地農道整備」につきまして

は、延岡市及び門川町の沿海北部６期地区にお

きまして、広域農道の整備を行いました。

93ページを御覧ください。

下の、「中山間地域総合整備」につきましては、

高千穂町の上野地区ほか４地区において、農業

用用排水路や農道などの整備を行いました。

94ページを御覧ください。

下の「県営ため池等整備」につきましては、

都城市の割付地区ほか27地区において、ため池

提体の改修や用水路の整備を行いました。

95ページを御覧ください。

「県営湛水防除」につきましては、宮崎市の

正蓮寺地区ほか２地区において、排水機の整備

を行いました。

96ページを御覧ください。

「県営水質保全対策」につきましては、えび

の市の新田・浜川原地区において、硫黄山噴火

対策として用水路の整備を行いました。

97ページを御覧ください。

「団体営耕地災害復旧」につきましては、日

之影町ほか20市町村で、農地や農業用施設に係

る災害復旧の支援を行いました。

今後も事業効果の早期発現のため、効率的か

つ効果的な事業実施を図ってまいりたいと考え

ております。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項は該当ござい

ません。

○馬場担い手農地対策課長 資料の６ページを

御覧ください。

担い手農地対策課は一般会計のみで、上から

２段目にありますとおり、最終予算額は22

億9,394万4,000円、支出済額は20億7,207万7,440

円、翌年への明許繰越額は3,261万2,920円、不

用額は１億8,925万3,640円で、執行率は90.3％、

繰越額を含めた執行率は91.7％でございます。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

99ページを御覧ください。

（目）農業総務費については、不用額が1,325

万4,084円でございます。主なものは負担金・補

助及び交付金で、農業委員会などの活動及び成

果実績に基づき配分される国の農業委員会交付

金等がコロナ禍において、対面での農家訪問等

の農地調整活動が制限されたことに伴うもので

ございます。
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次に、（目）農業改良普及費につきましては、

不用額が4,622万1,842円でございます。

100ページを御覧ください。

主なものは、「みやざき新規就農者育成総合対

策」において、市町村が交付する初期投資の負

担軽減を図るための経営発展支援事業及び経営

開始後の経営安定を支援する経営開始資金等に

おいて、経営開始の遅延により交付要件を満た

さなかったことなどによる交付額の減額に伴う

ものであります。

次に、（目）農業振興費につきましては、不用

額が１億2,660万2,328円、執行率は84％、翌年

度繰越額を含めますと86.5％でございます。

主なものは、「農業経営体育成支援」において、

国の緊急対策に伴う補正予算の活用において、

本県では９つの経営体の要望がありましたが、

全国的な競争が激しく１経営体のみ採択され、

結果として残り８経営体が不採択となったこと

に伴うものであります。

次に、102ページを御覧ください。

（目）農地調整費につきましては、不用額が317

万5,386円でございます。主なものは、103ペー

ジにあります負担金・補助及び交付金で、宮崎

県農業振興公社に対する補助事業の確定に伴う

ものでございます。

続きまして、主要施策の成果について主な取

組を御説明いたします。

104ページを御覧ください。

「みやざき農水産業人材投資」では、７つの

市町と連携し、親元就農者21人に経営開始資金

の交付を行いました。

105ページを御覧ください。

「みやざき農業担い手確保総合対策」では、

県内外における８回の就農相談会の開催や、就

農希望者を農業法人等に人材派遣会社の社員と

して派遣し、研修を行うお試し就農において、66

人が参加、うち42人が継続雇用となるなど、新

規就農者の確保に取り組んだ結果、令和４年の

新規就農者は389人となりました。

改善事業「地域と産み出す次世代型農業参入

連携構築」では、県外の展示会やフェア等で農

業参入に興味を持つ企業等と接触し、28社の相

談対応を行うとともに、県内各地域で参入相談

や参入後のフォローアップなど23社の支援を行

いました。

106ページを御覧ください。

新規事業「みやざき新規就農者育成総合対策」

では、国の新規就農者育成総合対策を活用し、

就農準備資金・準備型では、農業大学校の学生

やみやざき農業実践塾生、ＪＡの研修施設の研

修生等66人に対して、また、経営開始資金・経

営開始型では、新規の独立自営就農者等247人に

対して、交付を行いました。

また、就農時の初期投資の負担軽減を図るた

め、令和４年度、新たに創設された経営発展支

援事業では、新規の独立自営就農者等27人に対

して、交付を行いました。

107ページを御覧ください。

改善事業「きらり輝く農業人材確保支援」で

は、県内９か所で多様な人材の活用検証を行う

とともに、受入れ環境の改善を図るため、７か

所で休憩所やトイレ等の環境整備を支援しまし

た。また、県内で働く外国人材をサポートする

ため、外国人コンシェルジュを配置し22件の相

談対応等を行いました。

改善事業「みやざき農業経営者総合サポート」

では、各普及センターを地域の窓口とする農業

経営相談所において、29経営体に対し専門家派
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遣等による様々な相談対応を行ったほか、２経

営体の法人化を支援しました。また、関係機関

・団体と連携し、17回のセミナーを開催しまし

た。

新規事業「農業外国人材確保定着促進」では、

外国人材の就労現場の事故やトラブル防止のた

め、川南町で多言語就労環境モデルとして、外

国人宿舎の改修や多言語標識の設置、自動通訳

機の導入を支援したほか、昨年10月に本県とベ

トナム国立農業大学との連携合意を締結しまし

た。

108ページを御覧ください。

改善事業「農地中間管理機構等支援」では、

農地中間管理機構が1,180ヘクタールの農地を借

り受け、再契約を含め2,129ヘクタールを貸し付

けた結果、全耕地面積に対する累計の借入割

合15.4％になり、全国第10位となりました。

以上が主要施策の成果についてでございます。

最後に監査における指摘事項は、該当ござい

ません。

○大村水産政策課長 資料の６ページを御覧く

ださい。

一般会計の下から２番目の水産政策課の欄の

最終予算額は26億1,567万円、支出済額は24

億2,742万9,981円、不用額は１億8,824万19円で、

執行率は92.8％でございます。

次にその下の、特別会計の水産政策課の欄を

御覧ください。

最終予算額は２億3,720万3,000円、支出済額

は11万7,425円、不用額は２億3,708万5,575円で、

執行率はゼロ％でございます。

続きまして、決算事項別明細について御説明

いたします。

111ページを御覧ください。

（目）水産業総務費の不用額が114万760円で

ございます。これは主に、県外出張の中止やオ

ンライン会議への変更に伴う旅費の執行残等で

ございます。

次に、112ページを御覧ください。

（目）水産業振興費の不用額が１億7,294

万5,740円、執行率は72.6％でございますが、こ

れは主に、説明欄の下から４つ目の「内水面漁

業振興対策」において、特定疾病に指定されて

おりますコイヘルペスウイルスが発生した場合

に備えて、コイの処分費用等を計上しているも

のですが、その発生がなかったことなどにより

不用となったものでございます。

続きまして、113ページを御覧ください。

（目）水産業協同組合指導費の不用額が195

万542円でございます。これは主に、説明欄の「漁

業共済普及促進」において、養殖業者に大きな

損害を与える赤潮が発生した場合に、損害を補

塡するための養殖共済の赤潮特約の掛金を助成

しているものですが、補助額が確定したことに

伴うものでございます。

114ページを御覧ください。

（目）水産試験場費の不用額が1,220万2,977

円でございます。これは主に、施設や船舶の維

持管理に係る費用が見込みを下回ったことによ

るものや、県外出張のオンライン会議への変更

に伴う旅費の執行残、「漁海況調査事業」の分析

等委託の入札残などでございます。

次に、116ページを御覧ください。

宮崎県沿岸漁業改善資金特別会計でございま

す。

（目）水産業振興費の不用額が２億3,708

万5,575円、執行率はゼロ％となっております。

この特別会計につきましては、宮崎県歳入歳
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出決算審査意見書におきましても、意見・留意

事項等をいただいておりますので、後ほど御説

明させていただきます。

続きまして、主要施策の成果について、主な

取組を御説明いたします。

118ページを御覧ください。

一番下の新規事業「漁業用資材等価格高騰対

策緊急支援」につきましては、原油価格・物価

高騰に伴う漁業用資材及び氷の価格上昇の影響

を緩和するため、県漁連を含む13漁協に対し、

ロープ・網類などの漁業用資材及び氷の価格上

昇分の一部を支援することで、漁業者の経営安

定につなげたところでございます。

119ページを御覧ください。

一番上の新規事業「養殖用餌料価格高騰対策

緊急支援」につきましては、原油価格・物価高

騰に伴う養殖コストの上昇の影響を緩和するた

め、イワシなどの養殖用餌料原魚の価格上昇分

の一部を支援することで、漁業者の経営安定に

つなげたところでございます。

120ページを御覧ください。

一番下の新規事業「養殖グリーン成長戦略推

進」につきましては、持続可能な養殖業を促進

するため、天然資源に影響を与えない人工種苗

の導入や、漁場環境への負荷が少ない飼料への

転換、あるいは藻類・貝類養殖の導入について

支援したところでございます。

121ページを御覧ください。

一番上の改善事業「未来へつなぐ漁業担い手

育成総合対策」につきましては、漁業者の経営

体質の改善強化及び漁業就業者等の確保育成を

図るため、「漁船リース事業等」の活用促進や漁

業就業希望者への相談対応のほか、監理団体と

して特定技能外国人材の受入れなどを行う、公

益社団法人宮崎県漁村活性化推進機構に対して

支援したところでございます。

122ページを御覧ください。

下から２段目の新規事業「チョウザメ養殖経

営安定対策」につきましては、チョウザメ養殖

業者の経営安定を図るため、チョウザメ種苗を

配布するとともに、養殖業者が連携した経営合

理化に係る取組を支援したところでございます。

その下の新規事業「漁業経営継続緊急支援」

につきましては、台風14号で被災した漁業者に

対しまして、種苗の導入や被災した施設の復旧

に係る支援を行ったところでございます。

123ページを御覧ください。

真ん中の「水産業試験」につきましては、水

産資源分野では海洋レーダーを活用した漁海況

情報システムの高度化など３課題、増養殖・漁

場保全分野では、シラスウナギ種苗生産技術の

開発など４課題、経営流通分野では、かつお・

まぐろ漁業の漁場探索技術の開発など３課題、

内水面増養殖分野では、チョウザメ種苗の安定

生産技術の開発など４課題、計14課題に取り組

んだところでございます。

以上が主要施策の成果でございます。

次に、別冊資料の令和４年度宮崎県歳入歳出

決算審査意見書の36ページを御覧ください。

沿岸漁業改善資金特別会計につきましては、

沿岸漁業改善資金助成法に基づいて、県が沿岸

業者に対して行う経営改善資金等の無利子の貸

付け事業の経理を行うために設置されているも

のでございます。

まず、歳入の欄を御覧ください。

調定額２億3,637万2,425円、収入済額２

億3,637万2,425円となり、収入未済額はござい

ません。
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その下の歳出の不用額の欄を御覧ください。

不用額が２億3,708万5,575円でありますが、

これは主に、貸付金の執行残でございまして、

翌年度に繰越しを行い、過年度貸付けに対する

償還金と合わせて、翌年度の貸付け財源となる

ものでございます。

最後に、一番下の意見・留意事項等にありま

すとおり、「資金の利用促進に努めているものの、

歳出予算額２億3,720万3,000円と、支出済額11

万7,000円に依然として乖離があることから、よ

り一層の資金の有効活用が望まれる」との意見

がございます。

この歳出予算現額と支出済額の乖離が生じた

原因は、近年、当資金の対象となるエンジン等

の機器について、国の補助事業が創設されてお

りますことから、資金需要が減少していること

によるものでございます。

水産政策課としましては、国の補助事業は一

定の要件がありますことから、引き続き当該資

金は重要な制度資金と考えておりますけれども、

御意見にありますとおり、資金の有効活用との

観点から本資金の規模を縮小するなどの効率化

を図ることを検討しているところでございます。

○赤嶺漁業管理課長 決算特別委員会資料の６

ページを御覧ください。

漁業管理課は、一般会計のみで上から４段目

にありますとおり、最終予算額は70億3,918

万6,560円、支出済額は47億4,289万4,291円、翌

年度への明許繰越額は19億7,955万3,000円、不

用額は３億1,673万9,269円で、執行率は67.4％、

繰越額を含めた執行率は95.5％でございます。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

127ページを御覧ください。

（目）水産業振興費の不用額が8,622万1,855

円、執行率は79.7％、翌年度繰越額を含めます

と95.3％であります。

128ページを御覧ください。

不用額の主なものは、１段目の負担金・補助

及び交付金でございますが、これは、「かつお・

まぐろ漁業安全確保支援」における事業費の確

定などによるものでございます。

（目）漁業調整費の不用額が1,129万6,290円、

執行率は82.9％であります。不用額の主なもの

は、下から２段目の委託料でございますが、こ

れは、漁業権の一斉更新に伴う漁業権基点測量

におきまして、測量箇所が見込みを下回ったこ

となどによるものであります。

129ページを御覧ください。

（目）漁業取締費の不用額が221万3,005円で

あります。不用額の主なものは、下から３段目

の需用費でございますが、これは、漁業取締船

「たかちほ」の修繕費などが見込みを下回った

ことによるものでござます。

130ページを御覧ください。

（目）漁港管理費の執行率は66.2％で、翌年

度繰越額を含めますと99.7％であります。

131ページを御覧ください。

（目）漁港建設費の不用額が115万円、執行

率67.9％で、翌年度繰越額を含めますと99.9％

であります。不用額の主なものは下から２段目

の工事請負費でございますが、これは、「水産基

盤（漁港）整備」における事業費の確定による

ものであります。

132ページを御覧ください。

（目）海岸保全費の不用額が１億2,492万5,000

円、執行率は15.3％で、翌年度繰越額を含めま

すと71.2％であります。不用額の主なものは、
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下から３段目の委託料でございますが、これは、

昨年９月の台風第14号により、海岸保全区域に

漂着した流木等の処理費用が見込みを下回った

ことによるものであります。

133ページを御覧ください。

（目）漁港災害復旧費の不用額が7,451万7,942

円、執行率は9.6％で、翌年度繰越額を含めます

と57.7％であります。不用額の主なものは、上

から４段目の委託料でございますが、これも昨

年の台風第14号により、漁港に漂着した流木等

の処理費用が見込みを下回ったものによるもの

でございます。

（目）水産災害復旧費の不用額が1,550万1,000

円、執行率は0.7％であります。これは、水産施

設の被災に対する復旧予算として計上しており

ましたが、調査の結果、水産施設において災害

復旧が生じなかったため、不用額となっており

ます。

続きまして、主要施策の成果について主な取

組を御説明いたします。

135ページを御覧ください。

「資源管理イオベーション推進」では、本県

の沿岸資源の持続的利用を推進するため、沿岸

漁業で利用されるアマダイなど10種類の魚の資

源評価を行いました。

また、新たな種苗生産対象種としてシロアマ

ダイとフエダイを選定し、生産技術の確立に取

り組むとともに、安定的に生産できるヒラメに

ついては、持続可能な資源の造成を目的として

稚魚の放流を行いました。

併せて、漁業者が行う藻場や干潟等の漁場保

全活動の支援にも取り組んだところであります。

136ページを御覧ください。

２段目の、新規事業「かつお・まぐろ漁業安

全確保支援」では、新型コロナウイルス感染症

の影響を特に大きく受けたカツオ・マグロ漁業

者に対して、安全性の確保を図るため、漁船の

整備・修繕にかかる費用の一部を支援したとこ

ろであります。

次の、「水産基盤（漁場）整備」では、日向灘

沖合に来遊するカツオやマグロ等の回遊資源を

滞留させ、操業の効率化を図る表層型浮漁礁に

ついて、新設を行うとともに、更新に向けた設

計を実施したところであります。

137ページを御覧ください。

一番下の「水産基盤（漁港）整備」では、「水

産流通基盤整備事業」において、水産物の安定

供給や流通機能の強化を図るため、北浦漁港の

防波堤及び岸壁工事を実施したところでありま

す。

また、「水産物供給基盤機能保全事業」におい

て、老朽化により更新が必要となった漁港施設

の長寿命化を図るため、野島漁港ほか８つの漁

港で老朽化対策工事を実施したところでありま

す。

さらに、「漁港施設機能強化事業」において、

大堂津漁港ほか５つの漁港の地震・津波対策工

事を実施したところであります。

漁港施設の整備につきましては、引き続き、

地震・津波対策として防波堤等の整備を推進す

るなど、施設の強化対策に取り組んでまいりま

す。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項については、

該当ございません。

○安田主査 執行部の説明が終了しました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

○黒岩委員 76ページの地籍調査の件ですが、
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地籍調査に取り組んでいない市町村もあるので

しょうか。

○鳥浦農村計画課長 26市町村の全てが地籍調

査に取り組んでおります。

○黒岩委員 非常に時間のかかる事業だと思っ

ておりますが、県内全市町村を完了するのに、

今のペースではどれくらいの年数がかかる見込

みですか。

○鳥浦農村計画課長 毎年度１％ずつの進捗実

績でございます。現在72.9％ですので、このペ

ースでいけば約30年弱を見込んでおります。

○黒岩委員 一番進まない理由は、国の予算関

係なのか、もしそうであれば、国に予算をもっ

とくれと要望されているのかをお聞きします。

○鳥浦農村計画課長 国の予算につきましては、

右肩上がりとはいかず、同じ規模の予算がずっ

と続いているわけですが、そういった中でしっ

かりと着実に進めていきたいと思っています。

残りの森林やＤＩＤ─人口集中地域の進捗

につきまして、森林は地権者がだんだん高齢化

して調査に支障が出るとか、ＤＩＤは、筆が小

さく権利関係が難しいといった不確定要素がた

くさんございますが、状況に応じて着実に進め

てまいりたいと考えております。

○黒岩委員 地籍調査というのは財産の保全や

行政からすると税収の増が見込める事業でござ

いますので、予算確保をした上で、着実な進捗

をお願いします。

○丸山委員 79ページの「畑かん活用農業経営

体チャレンジ支援」で畑かんマイスターを33名

活用しているんですが、整備した後に作物を作

ろうとしても、所得の向上につながらない状況

があると思っています。

食料の自給率を高めて持続可能な農業をして

いかないといけないという話があるのですが、

畑かんが実際にうまく機能しているかについて、

どう考えていらっしゃるんでしょうか。

○鳥浦農村計画課長 畑かんにつきましては、

これまで畑地では雨待ちの農作業が主であった

ことから、畑地への農業用水を確保することに

よって、干ばつの影響を最小限に食い止めると

ともに、積極的な水利用によって安定的な作付

が可能となり、作物によって収量アップも見込

めることを、これまで実証してきております。

こういった農業所得の向上に資する作物につ

いては、積極的に収量増のＰＲをしながら、先

駆的な農家の事例等も紹介しながら、着実に農

家への浸透を図っていきたいと考えております。

○丸山委員 スマート農業を含めて、畑かんを

うまく進めていけば、農家の所得の向上につな

がって、担い手の確保につながっていくはずな

のに、実際は担い手の確保も含めてなかなか厳

しい状況ではないのかなと思っています。

畑かんが本当に必要なことは何となく全体で

は分かっているのですが、各論的にはうまくいっ

ていない気がするものですから、畑かんを生か

す施策をどんどん進めていただきたいと思って

おります。

続けて、農村整備課についてですが、やっぱ

り農村整備を進めることは必要だと思っていま

す。

特に大型機械が入るためには、これまでの小

さい農地ではなくて、圃場の整備や再構築をし

ていかないといけないと思っていますが、進み

そうでなかなか進まないのが現状です。

国のほうも人・農地プランから新しい農地プ

ランをつくっていかないといけないとか、過渡

期に入り始めたものですから、令和４年度は農
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地整備がどういう状況だったと認識すればよろ

しいでしょうか。

○城ヶ﨑農村整備課長 委員おっしゃるとおり、

水田の基盤整備は、一時期地元負担などの問題

で低迷した時期もございました。ただ、国の施

策も含めて、農地の集約化・集積化を進めるこ

とによって、地元負担を軽減できるような施策

がここ数年展開されておりまして、以前に比べ

ますと、水田を大区画化したり、汎用化したり

するような事業の要望が非常に多くなってきて

おります。当然、担い手が少子高齢化してきた

農業を守るためには、しっかりと規模拡大でき

るような、大区画化や汎用化を進める必要があ

ると考えておりますので、引き続き地元の要望

を聞きながら、しっかり進めてまいりたいと考

えております。

○丸山委員 ぜひ、そのような形で進めていた

だきまして、農地整備をすることで農地が全て

使えるようになって、機械化・スマート化を進

めて、最終的には自給率の向上につなげていた

だきたいと思います。

○日髙委員 農村整備になると、市町村役場を

通しますから、私たち県議会議員個人までは、

詳細がなかなか伝わってこないところがあるん

ですけれども、89ページに綾町の尾立地区が出

ていますが、これは営農飲雑用水の整備ですか。

○城ヶ﨑農村整備課長 委員御指摘のとおり、

尾立地区につきましては、営農飲雑用水を、こ

の「魅力あるふるさと環境づくり」で整備させ

ていただいております。

○日髙委員 田舎に行くと、水道が通っていな

いところがありますので、水の問題は本当に死

活問題なんです。そこで、県内で営農飲雑用水

の整備を要望しているけれども未実施の箇所は、

どのくらいあるか把握されているんですか。

○城ヶ﨑農村整備課長 数字的なものは用意で

きておりませんが、大規模な飲雑用水につきま

しては、国の中山間地域総合整備事業等で事業

化ができますし、国の補助事業にのらない小規

模なものにつきましては、県単の「魅力あるふ

るさと環境づくり」事業で、整備できることに

なっております。それぞれ更新時期等を迎えた

ところ、あるいは、水道ではなくて、沢の水と

かで暮らしていて環境の変化によってどうして

も整備が必要なところにつきましては、順次事

業化を進めているところでございます。

○日髙委員 地域によっては不要だというとこ

ろもあるかもしれませんけれども、これは飲み

水の話ですので、要望があるところは、なるべ

く早めに解決していただくようにお願いします。

それと90ページの一番上の「農地集約化促進

基盤整備」に実施工種として畦畔除去が出てき

ています。一般的な畦畔除去事業というのは、

ここに出てきているものだけなんですか。ここ

だけだと金額が少ないなと思いますが、ほかに

も事業があるんですか。

○城ヶ﨑農村整備課長 換地を伴うような大規

模な整備をするときには、水田の「圃場整備補

助事業」でやります。

導水路などの一時的な整備が終わったところ

について、例えば２～３反区画を１枚にして５

反区画にしたいといったところについては、換

地のような権利調整をせずに、畦畔を取り除い

て、少し段差があった場合は、均平にするなど、

スピード感を持って取り組むというのが、こう

いった事業でやれるということでございます。

○日髙委員 分かりました。それでは、この事

業だけではないということですね。
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そうすると、令和３年度決算額が1,000万円、

令和４年度決算額が1,200万円で増えているわけ

ですよね。反対に予算額を見ると、令和５年度

の予算額は500万円と半分以下に減っているの

は、事業を変えていくとか、そういうことにな

るんでしょうか。

○城ヶ﨑農村整備課長 この農地集約化促進基

盤整備は、県単事業でございますが、国庫事業

でもこういった畦畔除去ができます。昔は、国

庫補助事業は非常にハードルが高かったんです

けれども、国の事業でも200万円以上であれば、

取り組める事業ができておりますので、そちら

のほうで取り組めるものはそちらの補助を優先

して使ったということでございます。

○日髙委員 集約化の問題と畦畔除去の問題は

セットで考えないといけないと思っているんで

すが、いつも言うように、私も兼業農家です。

水田の半分は兼業農家が持っていますので、こ

の辺がどんどん進んでいかないと20年先は耕作

放棄地が増えると思いますので、計画的にしっ

かりと推進していただきたいと思います。

○丸山委員 95ページの「県営農業用河川工作

物応急対策」についてですが、ほとんどが頭首

工を整備と書いてあるんですが、頭首工が県内

全体でどれくらいあるのか。

また、その整備状況を把握していて、順次安

全に更新できるように予算確保を含めて大丈夫

なのか。

さらに、集約化すれば地元負担も少なくなる

メニューもできていると聞いているんですけれ

ども、それをやろうとしても河川協議が簡単で

はなかったりとか、現実的には難しいものです

から、順次しっかり取り組んでいかないとまず

いと思っていますが、令和４年度の状況を含め

て教えてください。

○城ヶ﨑農村整備課長 頭首工数は1,235か所で

す。頭首工の整備につきましては、委員おっしゃ

るとおり、水利権の問題であるとか、今、慣行

水利権で取水しているところを改修すると許可

水利権が必要になったり、あるいは固定堰を可

動堰に変えたことで管理が必要になったりと

いったこともありまして、また、地元負担等も

ございますので、なかなか進んでいないところ

はございます。

基本的には災害で壊れた場合は、災害復旧で

対応しますし、この河川応急で３地区ほど今やっ

ております。この３地区につきましては、計画

的に、例えば、下流側に道路や家があるとか、

壊れたときに被害が起こるものについて、協議

しながら、事業に取り組んでいるような状況で

ございます。

○丸山委員 私の地元でも頭首工の影響で、毎

年のように河川沿いの水田がつかってしまう地

区もあるものですから、市町村や地元の水利組

合、河川管理者と連携しながら計画的に進めて

いただくようにお願いしたいと思います。

○黒岩委員 108ページの改善事業「農地中間管

理機構等支援」に関連してですけれども、109ペ

ージの施策の進捗状況についてです。３段目に

担い手等への農地集積率がありまして、平成30

年度から目標値に実績が近づいてきているのか

なと思っていましたら、令和４年度の実績の伸

びが少ないのですが、原因を教えてください。

○馬場担い手農地対策課長 まず、108ページの

「農地中間管理機構支援」の借受け面積1,180ヘ

クタールにつきましては、先日の公社の実績の

中でも出てきました3,000ヘクタールを目標に掲

げているところの実績になります。
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それから109ページの表の中にあります担い手

等への農地集積率につきましては、平成26年の45

％から12ポイントほど伸びてきておりますが、

目標年度である令和５年度の目標値の80％に向

けて、令和４年度の目標値が74.5％であり、非

常に高い目標で動いている中で、全国的にここ

はなかなか届いていないというところでござい

ます。

○黒岩委員 なかなか届かない一番の要因は何

なんでしょうか。

○馬場担い手農地対策課長 一番の要因につき

ましては、地域においての話合い活動がコロナ

禍でここ２～３年は十分できなかったというこ

と、それから担い手に農地を集積する場合、市

町村職員等がかなり動かなくてはいけないとこ

ろでございますが、やはりマンパワー不足等が

弊害になっているかなと思います。

○黒岩委員 農地集積は耕作放棄地の解消に向

けて、有効な手段だと思っています。２万円の

補助があるとか、そういう事業もありますので、

課題を解決しながら進めていただきたいと思い

ます。

○日髙委員 100ページの改善事業「農業経営体

育成支援」について、先ほどの説明では９つの

経営体から要望があったうち、８つが不採択で、

１つしか採択されなかったという話でしたよね。

そのことが、この106ページに出てきているんで

すか。

予算が１億3,000万円あるのに、290万円しか

支出していなかったということで、残りの８経

営体が不採択になったのは、致し方ない理由だっ

たのか、また、経営体の皆さんが不利益を被っ

たり、苦情があったりといったことはなかった

でしょうか。

○馬場担い手農地対策課長 本事業につきまし

ては、担い手の規模拡大等に要する機械施設等

の導入を支援するものでございますが、昨年末

の国の緊急対策で出されたものにつきまして、

県内で募集をかけて、９経営体から手が挙がっ

たところでございます。

全国的に非常に競争が激しい中、九州で見ま

しても、２割程度の採択率でした。採択された

１経営体を見ますと、要件にございます付加価

値を高めるとか、規模拡大をするとか、経営管

理の高度化、そういった統一の条件の中で、全

国で競争した上で採択されたものでございます。

採択されなかった８経営体につきましては、

全国同様でございますが、今回の事業では、採

択されないところを、次年度もしくは県単事業

等で組み替えながら、実施してもらうというこ

とで整理させていただいております。

○日髙委員 分かりました。そういうことかも

しれませんが、我が県としては、農業生産額が

４位で、Ｇ７宮崎農業大臣会合を開催した県で

もありますので、そこはしっかりと頑張ってい

ただいて、また次年度以降、いい報告ができる

ようにお願いしたいと思います。

それから、119ページに「内水面漁業振興対策」

の決算額8,800万円がありますが、アユとヤマメ

にどれくらい予算を使っているのか、それとア

ユとヤマメの単価を教えてください。

○大村水産政策課長 アユが4,057万2,000円、

ヤマメが580万5,200円です。単価は、ヤマメが

１尾当たり23円、アユがキロ当たり4,600円です。

○日髙委員 アユ資源量調査が35か所とありま

す。具体的にはどういう調査の仕方をするんで

すか。

○大村水産政策課長 具体的には、潜水器をつ
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けて潜って数えて、その数えた面積から全体に

広げて、推計していくという手法でございます。

○日髙委員 これは35か所とありますが、綾北

川と本庄川は入っているんでしょうか。

○大村水産政策課長 この35か所は、一つの河

川においてやっておりまして、※一ツ瀬川水系で

やっております。

○日髙委員 延岡の橋から北川を見るとかなり

きれいです。しかし県南に下って県央部になる

に従って、川の色がどんどん濁ってきます。今

年もほとんどアユが取れなかったということで、

綾と国富の内水面漁業協同組合が大変なんです。

本当にお金をかけて放流しているのに、生きて

いるのかどうかも分からないという状況で、遊

漁料も取れなくて、組合が運営できない状況に

なりつつあります。

昔、大淀川は九州で一番きれいな川でしたが

現在はそういう状況ですので、環境森林部にも

大分お願いをしました。しっかりと環境森林部

とも一緒になって、清流を取り戻すということ

に、力を入れていただきたいと思います。

○丸山委員 118～119ページの資材や餌代の物

価高騰対策についてです。全ての事業者に対応

できたのか、農業分野と比べるとかなり金額的

に少ない気がしているんですが、支援があって

よかったと漁業関係者が言っているのかを教え

てください。

○大村水産政策課長 本県の養殖業者数は全体

で41経営体ございますが、今回の「養殖用飼料

価格高騰対策緊急支援」では実績として16経営

体となっております。

大手の養殖業者、あるいはある程度の規模の

養殖業者は、養殖の餌に配合飼料を固めたＥＰ

飼料を使われます。配合飼料を使う方々は、国

のセーフティーネットの対象となっておりまし

て、価格が高騰した場合は、セーフティーネッ

トでの支援が受けられます。

ただ、小規模な養殖業者の場合は、ＥＰ飼料

を使わずに、イワシなどの生の魚を餌とする

─配合飼料も若干混ぜたりもするんですけれ

ども、そういう経営体がここに書いてある16経

営体ほどございまして、そういった方々はセー

フティーネットの支援の対象になれませんので、

こちらの県単事業で、餌に使う魚の価格上昇分

を支援したということでございます。

○丸山委員 農業分野の場合は、結構資料の作

成が大変だったと聞いていたんですが、この水

産分野では、資料の作成をもう少し簡素化して

ほしいという要望はなかったものでしょうか。

○大村水産政策課長 特に、そういった声はご

ざいませんでした。

○丸山委員 補助するとき、いろいろな事業で

は資料作成が難しいという話がよくあるもので

すが、そういう声がなかったということであれ

ばよかったんですけれども、今後まだまだ物価

高騰が続くことが予測されていますので、事業

者にとって使いやすい事業になるように、さら

に工夫していただきたいと思っております。

○大村水産政策課長 すみません、先ほどの答

弁を訂正させてください。35か所の調査箇所、

一ツ瀬川と申しましたけれども、別事業で一ツ

瀬川の調査をやっているんですが、この資料で

言っている35か所は、五ヶ瀬川水系で調査して

いるものでございます。

○丸山委員 136ページの新規事業「かつお・ま

ぐろ漁業安全確保支援」で、１億円近くの予算

があるのに、決算額がその半分ぐらいしかない

※このページ右段に訂正発言あり
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んですが、支援したのが159隻と書いていますけ

れども、どういうふうに理解すればよろしいで

しょうか。

○赤嶺漁業管理課長 この事業は、県内のカツ

オ、マグロ漁船の方が、船体や船の機関などの

整備をするということで、予算化のときには、125

隻を対象として補助事業を組みました。

内容といたしましては、整備費用にかかる費

用の３分の１を上限100万円で補助いたしまし

た。最初に積算したときには、主だったところ

を積算していたんですけれども、かなり小型の

船にも使いたいということで、計画した数より

も多い数、結果的には159隻の船が支援を受けた

形になります。

内容といたしましては、その上限100万円とい

うことで、日南市の南郷にございますカツオ船

の大型船などについては、もともとの整備費用

が高いので、上限の100万円を使ったわけですけ

れども、日向市や川南町の19トン型を中心とす

るマグロ船では、整備費用がこの上限100万円ま

でいかないという状況でした。中には、数万円

から数十万円で済んだ船もございます。という

ことで、159隻実際に整備をしていただきました

けれども、かかった費用に関しては、想定して

いた125隻掛ける100万円の半分程度で実施でき

たということになります。

○丸山委員 ということは、小さい修理が多かっ

たと思うんですが、全体の船からすると、何割

程度が修理に手を挙げられていたのか。もしく

は、ほかに修理したいところがあるけれども、

できなかった人もいたのか。何か基準があって、

これは規模が小さいから駄目でしたというのが

あったのかを教えてください。

○赤嶺漁業管理課長 今回の補助の対象とした

ものが、船を修繕するときに上架料といって船

を陸揚げする費用、そして、定例的に行う船体

の塗装費用、そういう費用を除いて、機関であっ

たり機器であったり、そういったもののメンテ

ナンスなどを行っていただきたいという趣旨で

つくったものです。

対象の船なんですけれども、カツオ船、マグ

ロ船が大型、小型を含めて167隻あって、そのう

ちの159隻がこの事業を使ったということなの

で、97～98％が使われたということです。

コロナの影響で単価が下がっていたというこ

とで、この事業を使って、普段できないところ

まで修繕してもらいたいということはありまし

たけれども、自分の手出し分が３分の２はあり

ますので、その分多少は控えめにされたところ

もあるかもしれません。ただ、この支援を使っ

て補修やオイル交換など日頃のメンテナンス面

まできめ細かく対処していただいたところでご

ざいます。

○野﨑委員 担い手農地対策課についてです。

107ページに休憩所やトイレ等の環境整備支援

として、７か所と記載があります。

女性の方が用を足したり着替えたりするため

に、トイレや休息所が整備できればいいのにな

という声が上がっているんですが、７か所とい

うのは、どんなところなんでしょうか。

○馬場担い手農地対策課長 本事業につきまし

ては、雇用人材を受け入れる際の環境整備、特

にニーズが高い簡易トイレや更衣室などの改修

について７か所なんですけれども、５市町から

要望が上がってきています。今回については、

ほぼ要望とおりに対応できております。

○野﨑委員 周知はどんな感じでするんですか。

○馬場担い手農地対策課長 事業の周知につき
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ましては、出先機関を通じて市町村等に対して、

事業のＰＲをしているところでございます。

○野﨑委員 私も法人からいろいろ要望を受け

ていますが、今から要望が増えてくるんじゃな

いかなと思うんです。

畑に１か所とかは無理なので、例えば共同で

立派なものを設置する方向で考えていったほう

がいいのかなと思います。

男性はどこか山のほうに行って用を足せばい

いけれども、女性は我慢して水分も取らずに作

業して熱中症になることもありますし、作業し

た後に着替えて帰らないと帰りにスーパーに寄

れないといったことがあるので、今から需要が

増えると思います。

令和５年度はもう始まっていますが、予算の

計画にあたっても、現場のいろいろな意見を聞

きながら、環境を整備してほしいと思います。

○安田主査 ほかに何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 それでは、以上をもって、農村計

画課、農村整備課、担い手農地対策課、水産政

策課、漁業管理課の審査を終了いたします。

引き続き、総括質疑に入りますが、準備のた

め暫時休憩いたします。

午後２時17分休憩

午後２時19分再開

○安田主査 分科会を再開いたします。

各課の説明及び質疑が全て終了いたしました

ので、総括質疑に移ります。

農政水産部の令和４年度決算全般につきまし

て、質疑はございませんか。

○丸山委員 Ｇ７宮崎農業大臣会合が開催でき

て、宮崎アクションが採択されて、農業県であ

る本県にとって、本当によかったなと思ってい

るところです。

Ｇ７宮崎農業大臣会合をやるのであれば、レ

ガシーを残してほしいとずっと思っていたもの

ですが、令和４年度中にどういうレガシーを残

したほうがいいのかを、どのような形で協議し

たのか。

また、令和４年度は全国和牛能力共進会で４

連覇という非常に大きな成果も挙げたんですが、

担い手の数が確保できていなかったり、また物

価高騰もあって、農家の方にとってはなかなか

厳しい状況でもあるのかなと思っているんです

けれども、令和４年度をどのように総括されて

いるのかを教えてください。

○久保農政水産部長 令和４年度は、本当にい

ろいろなことがあったと思っております。年度

を振り返ってみますと、まずはじめは価格高騰

の問題があって、非常に経営が厳しいのではな

いかというお話もございました。それで６月補

正をさせていただいて、経済対策等々、農家支

援に取り組んだところです。

そして、さらに夏になったら台風第14号が来

まして、本当にどうなるんだろうというところ

がありました。知事もよく言われましたが、100

年に一度の危機に直面するというようなお話も

ございました。

そんな中でいい話として、全国和牛能力共進

会の４連覇ということもございました。

さらに、令和３年度の農業産出額が初めて単

独で４位になったことで、非常に力強いところ

もあったのかなと、次に進む新しい芽が出てき

ているのかなと感じたところでございました。

そういった中で、12月にＧ７の農業大臣会合

が宮崎県で開催されることが決定したところで
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ございました。我々の総合長期計画の中で、持

続可能な農業という目標で取り組んでおりまし

たので、これがレガシーになればいいんじゃな

いかというところで、内部でも議論させていた

だいて、御案内のとおり、今、民間企業と連携

しながら、様々なエネルギー対策ですとか、価

格高騰対策等もやろうという形でＧ７レガシー

を残そうと考えているところです。

まさに令和４年度は、これから振り返ったと

きに、農業の転換点となる年であったんじゃな

いかなと個人的には考えているところでござい

まして、御指摘のありましたＧ７宮崎農業大臣

会合での宮崎アクションを実践していきたいと

考えているところでございます。

○野﨑委員 昨年度から物価も燃料も高騰して

きて、農業の一番大事なところは、価格転嫁と

思っています。

例えば車を見ると、価格がかなり上がってい

ますが、みんな当たり前だと思うんです。でも、

農作物は10円、20円価格が上がると、野菜が高

くなったというわけです。

令和３年度くらいから価格転嫁がずっと叫ば

れてきて、昨年度、価格転嫁に対する施策はな

いかもしれませんが、どういった思いで事業を

進めてこられたのか、これから農業を安定的に

推進するために、価格転嫁についてどうお考え

なのかを、総括的に聞きたいと思います。

○久保農政水産部長 御指摘のとおり、価格転

嫁は、非常に重要な問題だと認識しておりまし

て、国のほうで、今、議論がされております。

やはり、ほかのものは価格がかなり上がって

きている中で、農作物は10円、20円価格が上がっ

たら高くなったと言われるところがあると思い

ますので、令和４年度は農政企画課の事業で、

消費者の皆さんに理解を求める動画を作成しま

した。

ただ、これで十分とは言えませんので、また

引き続き、国の動向もしっかりと見極めながら、

国にもそういった話もさせていただいておりま

すし、何とか価格転嫁が実現できないかと考え

ているところでございます。

○野﨑委員 もう一点お願いします。

食料自給率について伺いますけれども、御案

内のとおり世界の人口が増えて、このままいっ

たら食料や水が不足することが懸念されている

中で、宮崎県は日本の食料自給率を上げるため

の重要な食糧基地だと思っています。

農業者を増やすとか、農地の集約やスマート

農業とか、毎年度取り組んでいますけれども、

それが自給率の向上につながるんじゃないかな

と思っています。食料安全保障の問題が危機的

状況で、将来どうなるかは見えていますから、

昨年度、食糧自給率の向上にどのように取り組

まれたのかお伺いします。

○久保農政水産部長 食料自給率の問題は、非

常に重要な問題だと認識しております。どうやっ

て収益を上げるかが、一番のポイントだと思っ

ております。

農業分野では基盤整備で畦畔除去を簡易に

やったりとか、そういう形で少しでもやりやす

いような仕組みをつくっております。

また、地域計画を策定することが義務化され

ておりますので、それに基づいて、それぞれの

地域の将来の農業の在り方を検討していただい

ております。出てきた計画にマッチできるよう

な基盤整備をやったり、農地の集約化や集積を

やったりできればいいなと考えているところで

ございます。
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それでもやはり、生産性の向上という課題が

ございます。昨年度はスマート農業にも取り組

んでいるところですので、食料供給基地という

役割をしっかり果たしていけるように、総合的

な観点から、将来を見据えながら進めていけれ

ばと考えているところです。

○安田主査 この数年、大変厳しい第一次産業

でありますけれども、皆様の尽力で、ぜひ宮崎

の第一次産業をしっかりと守っていただければ

と思っております。

それでは以上をもって農政水産部を終了いた

します。

暫時休憩いたします。

午後２時29分休憩

午後２時32分再開

○安田主査 分科会を再開いたします。

まず採決についてでありますが、審査の最終

日に行うこととなっておりますので、明日の10

月３日午後１時より採決を行いたいと思います

が、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

その他で何かございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 何もないようですので、以上をもっ

て、本日の分科会を終了いたします。

午後２時32分散会
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午後０時57分再開

出席委員（８人）

主 査 安 田 厚 生

副 主 査 松 本 哲 也

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 日 髙 利 夫

委 員 本 田 利 弘

委 員 今 村 光 雄

委 員 黒 岩 保 雄

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議事課主任主事 飯 田 貴 久

総務課主任主事 森 口 浩 司

○安田主査 分科会を再開いたします。

まず、本分科会に付託されました議案の採決

を行いますが、採決の前に、議案につきまして、

賛否も含め、御意見はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 それでは、ないようでありますの

で、議案の採決を行います。よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 それでは、議案第12号についてお

諮りいたします。

原案どおり認定することに御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 御異議ありませんので、原案のと

おり認定すべきものと決定いたしました。

次に、主査報告骨子案についてでありますが、

主査報告の内容につきましては、御要望はござ

いませんか。

暫時休憩いたします。

午後０時57分休憩

午後０時58分再開

○安田主査 分科会を再開いたします。

それでは、主査報告につきましては、正副主

査に御一任いただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 それでは、そのようにいたします。

その他、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田主査 ないようでありますので、以上で

分科会を閉会いたします。

午後０時58分閉会

令和５年10月３日(火)
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